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� 窓 を 開 け れ ば

　私の腕時計は、円形文字盤の針が時刻を表示する古いタイプ。1日1回、竜頭のネジを巻く

アナログ方式である。耳を澄ますと秒針がかすかな音をたてて時を刻んでいる。そのバネが

長短の針を運行させ、24時間ごとに日付の数字が変わる─というやつだ。

　その時計を買ったのは1967年（昭和42年）、カナダ特派員に任命された時だった。そのころ

まだ貧乏記者の私がしていたのは、学生時代に下宿隣の質屋のおやじから譲ってもらったお

もちゃのような安物。しかし、海外特派員ともなれば、タイプライターと時計とカメラは3 種

の神器。まともな製品を携帯する必要がある。そこで経済部の機械業界担当記者に各メーカ

ーの広報担当者に口をきいてもらった。

　腕時計は銀座4丁目角の服部時計店（現セイコー）で求めた「Seiko Skyliner」（防水・パラシ

ョック・21石）である。小売価格4,000円を“新聞記者価格”で2,700円に割り引いてもらった。

2,700円というと大した金額ではないが、40年前の話である。今なら27,000円はするだろう。

　実際、その時計は極めて精巧で堅牢。よく働いてくれた。カナダでも、その後転勤したアメ

リカでも。厳寒の極地探訪でも危険なスラム街取材でも、文字通り肌身離さず行動を共にす

るうちに、次第にいとしい気持ちがわいてきた。

　朝、目が覚めると左手が自動的に動いてサイドテーブル上の腕時計をまさぐりつかんでい

る。そしてこれまた自動的に、竜頭のネジを巻いている。この時計を巻くというネジの回転の

儀式はなぜか私の生理にしっくりと合い、気持ちを落ち着かせてくれる。親指と人差し指で

巻く竜頭のキザミの触覚は心地いい。

時を刻むもの時を刻むもの
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　ひょっとするとこの腕時計は私のチャーム（お守り、魔よけ）の役割を果たしているのかも

しれない。事実、時計を忘れて出かけた時に限ってなぜか事件が起こった。カナダでの自動車

事故しかり、アメリカでの特オチ（特ダネを抜かれてしまうこと）しかり。日銀時代、行楽地で

紅葉に見とれて転倒、骨折した時も、腕時計を旅館に置き忘れていた・・・。もっとも、そうし

たジンクスは迷信ないし私の思い過ごしかもしれないが。

　さて、その腕時計が遅れはじめたのは昨年夏ごろだった。初めは1日2、3分だったがやがて

4、5分遅れるようになった。そして、それに呼応するかのように私自身の尿酸値、前立腺、不整

脈、肝機能…など生活習慣病のバロメーターに不順の兆候がぞろぞろと現れはじめた。検査

のたびに医者は「加齢ですよ」と一笑に付すのだが…。

　そんな時、講演を依頼された財団法人「世界経済調査会」理事長の服部禮次郎氏と久し振り

にお会いした。服部氏はセイコー（旧・服部時計店）の元社長である。頼むと2つ返事で特別に

分解修理を請け負ってくれた。40年前に私が購入したネジ式のアナログ文字盤時計は今や、

お宝鑑定物の貴重品だという。

　かくして、時計は元通り精巧にかつ正確に時を刻むようになった。すると不思議なことに

私の体調も回復しだした。おかげで（？）現在は健康的な日常生活を享受している。

　しかし、私は知っている。この愛着ある時計はこれまで40 年間私の生命の時を刻んできて

くれたが、いずれまた遅れはじめるであろうことを。そしていつかはゼンマイもネジも動かな

くなるであろうことを─。　

（株）日立総合計画研究所
取締役社長

藤 原  作 弥
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京都大学工学研究科
客員教授

竹 内  佐 和 子

（たけうち　さわこ）京都大学工学研究科客員教授・外務省

参与。フランス滞在歴が長く、パリ大学および工学系のグラ

ンゼコールで教えたあと1994年に帰国し、長銀総合研究所

の主席研究員、東京大学工学系研究科助教授、東洋大学経済

学部教授などを歴任。その後、世界銀行の中国プロジェクト

に参加したあと、2006年から京都大学工学研究科都市環境

工学で都市システムのデザインを担当している。持続可能な

開発をテーマにしたプロジェクト開発のための日産リーダ

ーシッププログラム・ディレクターとしても活躍している。

工学博士（2000年）、経済学博士（2003年）。

次世代医療と都市開発
〜メディスクエアのコンセプト〜

1 はじめに

　21世紀前半の日本経済のマクロ的な問題は、

高齢化社会の進行とそれに伴う医療費の増大

である。800 万人近い団塊世代の大量定年も

間近に迫ってきた。目下のところ、国民医療費

の 4 割を占める入院費の削減と、自己負担の

引き上げに目が向いているが、退職後の「第二

の人生」を健康で豊かに送るためにどのよう

なサービスが必要かという視点も忘れるわけ

にはいかない。

　以上の課題に対応するために、次の二つに

注目したい。一つは、病院システムに次世代医

療診断技術を応用する方向と、二つ目は医療

ユビキタスによる都市のシステムの刷新であ

る。

　多くの国民にとって、病院の不満は待ち時

間の長さにある。医療統計によると、大病院の

待ち時間の平均は 2 時間で、診療時間は約 10

分。通院時間まで含めると、多くの人が医療サ

ービスを受けるために、膨大な時間をロスし

ている。

　医療制度改革で入院患者の早期退院が推進

されれば、それは外来患者の増大となって跳

ね返り、医療サービスは危機的な状況に追い

込まれる。政府は軽い症状の患者を町の開業

医や診療所に誘導しようとしているが、国民

の多くが大病院に出向くのは、十分な診断を

受けたいためである。

　第二のポイントは、都市再生のコンテンツ

として医療システムを活用する方向である。

団塊の世代や忙しい勤労者層は健康管理を充

実させれば、生活習慣病やがんなどの早期チ

ェックができるようになり、安心して活動す

ることができる。

　このような目標設定をしたうえで、病院を

中心とした街の再生シナリオをビジネスモデ

ルとして描いたものがメディスクエアである。

都市の中の社会的ニーズをとらえて、都市シ

ステムに必要な条件を探り、都市の投資価値

を積極に高めていこうという構想である。

� メディスクエアのコンセプト

　メディスクエア構想とは、“media”（人と人

とをつなぐもの）と“medical”（ヒ ュ ー マ ン・

ケア）を融合させた次世代型都市開発である。

“スクエア”には、人が集まって話をするため

の「広場」と電子カルテなどの診断情報を共有

するための情報システムの 2 つの意味を持た

せている。都市のユーザーの豊かな生活への
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期待を共有空間で実現することを目指してい

る。

　これからの都市再生策には、産業創出機能

だけではなく、高齢化社会のニーズや環境問

題への解決方法を十分に組み込む必要がある。

中でも、質の高い医療・介護サービスへの関

心は高く、消費意欲も高い。また、地球温暖化

対応としてエネルギー消費の適正管理、ごみ

のリサイクルや産業廃棄物処理、高齢者にや

さしい交通システムなど都市ニーズへの対応

は緊急度が高い。

　一方、都市ではコミュニティーが育ちにく

く、都市ゾーンの中の一体感が薄れやすい。こ

ういった状況では個別ビルごとの管理を続け

ても、地域の共通ニーズに対応できなくなる

恐れがある。

　こういった問題意識に対応して、高密度空

間と職住接近、高齢者対応を組み込んだ住宅

開発に関心が集まり、昨今の都心回帰、都市集

中傾向につながっている。メディスクエアは

これに、医療サービスを重ねた形態であり、い

わば「医」「職住」接近型の都市開発である。

　都市システムの設計コンセプトとして、新

産業の創出、地域住民の雇用機会の拡大、ヒュ

ーマンセンター、研究開発などの機能を入れ

込み、これを都市経営システムによってサポ

ートする。

　つまり、この構想は、安心感の提供という病

院機能がもつ広がりを都市開発の中で活用し

ようという考え方である。＊1

　運営面では、医療などの社会的ニーズに対

応する都市マネジメント事業会社を組み込み、

都市ゾーン内の投資・資金循環を促進する。

つまり、運営主体が、人々の期待値や潜在的ニ

ーズを顧客からのフィードバックとして常時

くみ上げることによって、地域の付加価値を

高めるための経営責任を持つ。

　今日、インターネットは都市基盤として活

用されるようになっているが、どういうコン

テンツを個人のニーズに合わせてつくるかと

いう点は、それは未だ不透明である。

　メディスクエアは、一定のクローズドなサ

ービスゾーンを設定し、そこに高度な品質保

証を付加する。サービスパーツとして次の 3

図1　地域の価値を高める相乗効果

＊1 類似の考え方としてコンパクトシティーという考え方があるが、メディ・スクエアは技術管理サポートシステムの面から発展させ、さ
らに次世代へのバリューシフトを組み込んでいる。
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つが想定される。

Part 1　ヒューマン系

①健康管理と遠隔医療システム食品流通　

②エンターテインメント系のコンテンツなど

Part 2　環境・エネルギー系

①エネルギー消費の最適化

②環境系：　廃棄物マネジメント

③交通システム：高齢者対応

Part 3　情報通信系

①地域ポータルサイトと病診連携

②電子カルテの管理など

　特に、都市基盤の先進性は技術的管理シス

テムに結びついていることから、今後健康へ

の関心やヒューマンサービスを高度な情報共

有システムに載せ、住・オフィス空間の付加

価値を上げることは十分可能だと考えられる。

　次にヒューマンサービスの考え方だが、こ

れには、病院外のコンサルティング、遠隔医療

システム、クリニークの活用が必要になる。そ

こで、次に医療技術の開発ロードマップのほ

うから、医療診断技術の都市空間への応用を

考えてみよう。

� バイオメディカルの開発

　最近の医療技術は、バイオメディシンとか

バイオイメージングと言われる新しい領域の

開発に向かっている。これは、ナノ・バイオテ

クノロジーなどの利用によって細胞レベルで

起こった病的変化をいちはやく捉え、それを

生体情報として活用する方向である。

　バイオイメージング技術は「ものをみる」科

学の基礎技術であると同時に、医用画像化技

術を使った医療機械の開発を促進するために、

現在熾烈な国際開発競争が行われている。

　日本でも、総合科学技術会議においてライ

フサイエンスおよび分析計測機器は重点分野

に挙げられ、特にイメージング分野への研究

費配分が積極的に行われている。

　また海外で承認を受けた医療機器の輸入が

拡大していることから、承認審査の合理化に

取り組むことになっている。

　日本で開発中の分析診断技術は、現在普及

している MR、OCT（眼底診断）、超音波などの

技術の延長ではあるが、ナノテクノロジーを

活用した次世代技術のレベルにある。

　例えば、私が関わっている「ナノメディシ

ン」プロジェクトでは、分子や細胞レベルで起

図2　次世代都市のサービス
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こる生命機能や代謝機能を高精度のセンサー

機器（分子プローブ）で可視化し、ガンや脳血

管疾患、糖尿病などを早期発見に役立てる。こ

のシステムと通信ネットワークを使った専門

医の遠隔診断を組み合わせれば、病院機能の

かなりの部分を病院外で行うことができる。

生体情報を画像に変換させるのは、医学とい

うよりは工学的な開発領域に属しているため、

大学では医学部と工学部が共同で研究してい

る。

　高度なセキュリティーを確保したうえで、

可視化した情報をチップなどの形で各自が管

理し、あるいはデータベースにアクセスでき

るようになれば、病院の情報システムは将来、

病院外のリソースと連携することができる。

いわば病院のポータビリティーが高まる。

　中期的にはクリニークと連携させていくつ

かの POC（Point of Care）をつくりネットワー

クで結べば病診連携型のサービスになる。こ

れと地方都市の温泉旅館などと結べば、観光

産業とのリンクも行うことができるだろう。

　つまり、病院という空間に限定されている

治療や診断機能を病院外に広く応用すること

によって、生活の質（Quality of Life）を高めつ

つ健康管理を行う体制ができあがる。これに

より、現在の病院のなかで高コストな滞在費

用（リネン系や食事など）を削減する効果が見

込める。

　この高度な技術を社会全体に応用できれば、

次の産業の目玉として病院を中心とする健康

医療産業が一定ゾーンの中で発展する形が整

う。研究開発クラスター、地域のコミュニティ

ー機能、情報システム拠点がそのパーツにな

る。

　情報システムについては、病院の治療シス

テムと病院外で行われるさまざまな検査結果

を統合（電子カルテの応用）、共有することに

より、病院のサービスの顧客管理能力を高め

ることができる。また、情報システムのユーザ

ーにとっては、病院に通うことなく予防、健康

管理を行うことによって、安心感を増幅する

ことができる。ただし、この構想の実現には、

地域コミュニティーの機能を同時に高める必

要がある。

図3　次世代価値創造産業グループ
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� 病院機能を中心においた

地域開発

　日本社会の高齢化は社会保障上の様々な構

造問題を引き起こしている。特に国民一人当

たりの年間医療費のうち高齢者の医療費の半

分以上を占める。それは病院滞在期間が長く、

滞在コストが高いからである。

　病院機能のオープン化が進まなければ、病

院の混雑状況はますます深刻化するだろう。

医療サービスについては、明らかに供給と需

要のギャップが生じている。

　治療費を下げながら、医療のサービスレベ

ルを高めていくためには、病気の予防段階の

健康管理と高齢者の滞在費用の削減が必要で

ある。特に、働く人々の最大の問題は、病院に

行く時間がないために病気が深刻化し、自分

自身の健康・治療データを持たないために健

康管理がしにくい点にある。

　高齢者については、病院での在院日数が減

少すると、日常の健康管理がますます重要に

なる。こういった形で病院の外で健康管理を

する人数が増えていくにつれ、病院外サービ

スのニーズが高まり、生活拠点から近い場所

で高度な健康管理をするためのインフラが必

要になる。

　そこで、予防や療養機能が徐々に病院外、す

なわち都市空間へ分散した場合の都市コミュ

ニティーのプランを次に考えておこう。

　まず、病院サービスは、高度な技術や設備を

必要とする「治療」部分に集中させ、「療養」部

分にかかるコストを縮小して病床の回転率を

上げる。すでに在院日数の短縮傾向は、都心部

で顕著であり、東京都区部における平均在院

日数は、全国平均と比較して1週間以上短い。

　一方で、次世代技術の特長を活用すること

で、従来の病院内でのオフサイト診断ではな

く、オンサイト診断すなわち職場や家庭での

健康チェックを随時可能にする。さらに診断

用端末機器をネットワーク化し、個々の診断

結果データを地域のクリニックに送信・蓄積

し、医師など専門家の適切なアドバイスを受

けられるようにする。

　食生活面での管理は、食品産業やデリバリ

ーを組み合わせ、材料仕入れなどから必要な

量の材料を届けるまでの流通を担当する。

　メディスクエアは、高度医療センターの機

能とコミュニティ機能、データベース機能を

図4　共益費用と資金回収構造
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組み込んだ構想である。高齢者や住民はでき

るだけ病院の敷地の外に居住しながら、クオ

リティーライフを維持する。病院と住居やオ

フィスはネットワークでつながれ、健康状態

がユーザーの希望に沿ってモニタリングされ、

病気の深刻さによって、病院、クリニック、自

宅などから滞在場所を選ぶことができる。情

報セキュリティーを充実させれば第三者に健

康情報の管理委託を行えるようになる。

　産業育成の観点からは、都市マネジメント

会社が病院を中心にした技術開発拠点をつく

り、次世代型企業の集積を高める。

　病院の周囲の敷地を、共同住宅、スポーツや

商業施設、公共コミュニティー施設として複

合的に再開発すれば、患者はもちろん病気で

ない人も利用できるようになり、新たな消費

の場になる。

5 都市マネジメント事業会社に

よる共益費用・資金回収構造

　以上のことを実現するには、投資資金の循

環のシナリオが必要になる。都市マネジメン

ト会社は、都市開発のビジョンに従ってユー

ザーと都市インフラ産業との間の仲介機能を

担っていく組織のことである。企業で言えば

ガバナンス組織にあたる。開発地域全体のサ

ービスの水準をユーザーとともに考え、それ

を望ましい水準にもっていくように設計する。

　開発区域内の公共ゾーンの管理・運営を行

い、時間やコストの節減、病院やクリニークと

の交渉、情報システム会社との交渉、エネルギ

ーや廃棄物の削減効果を最大限にするための

一括契約処理を外部との間で行う。

　また資金調達面では、開発地域内の公共イ

ンフラに関わる資金フローを管理し、調達資

金への返済計画を作成し、公共機関との折衝

などを担当する。

　都市マネジメント事業会社の仕事の重要な

側面は、開発地域内のインフラ投資およびサ

ービス提供部分を運営情報システム内にデー

タベース化し、共益費部分を基礎にしてユー

ザーに対する課金を行い、サービス価格の決

定などを行うことである。

　共益費の負担の方法としては、通常の料金

以外に、土地やスペースの提供、ボランティア、

公的機関からの補助金なども含める。

　逆に病院の周辺は、集客機能を十分活用で

きるようにコミュニティー機能を高める。こ

れにより、地域施設の老朽化対応、維持管理水

準の向上を行えば、資産価値が高まり、投資活

動が起こる。また地域顧客によって、サービス

スペックを柔軟に変えられるので、従来の公

共サービスよりも顧客対応型である。

　魅力ある医療拠点が整備された街こそが、

日常多忙な勤労者は言うにおよばず、「生活の

質」を重視したい高齢者層の基礎的インフラ

である。病気の有無や世代の枠を超えた交流

や助け合いの場の創出こそ、医療を越えた次

の目標になるだろう。
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特集

少子高齢化時代の健康・賑わい・安心のまちづくり
−日本版コンパクトシティに向けて− 社会システム・イノベーショングループ

主任研究員

石 井  恭 子

1
健康増進を実現する

まちづくりの必要性

（1）少子高齢化の本格到来

　少子高齢化社会が本格的に到来している。

人口は 2006 年の 1 億 2,774 万人をピークにす

でに減少に転じており、出生率（合計特殊出生

率）が 2003 年には 1.29 に低下した。今後、一般

世帯総数も 2015 年の 5,048 万世帯でピークを

迎え、以後減少に転じる見通しとなっている。

その中で、2007 年にはいわゆる団塊世代が定

年退職の時期を迎え、2013年には65歳以上の

人口が 25.2％と、人口の 4 分の 1 を占めるよう

になる。

　社会環境の変化に対応して社会保障制度改

革が進められてきたが、こうした改革はまち

づくりとも無 縁 ではない。まちづくりとの接

点が強いのは健康・医療と介護分野での制度

改革と言えるため、この二分野とまちづくり

との関わりについて以下検討する。

（2）健康・医療分野：健康増進運動と予防

活動の展開

　まず、健康・医療分野であるが、健康増進と

予防促進という大きな政策の潮流が見られる。

少子高齢化社会の本格到来を見越して、2000

年に政府は、少子高齢化社会の中での壮年期

死亡の減少、健康寿命の延伸および生活の質

の向上を目的として、1 次予防の重視、健康づ

くり支援のための環境整備、目標などの設定

と評価、多様な関係者による連携のとれた効

果的な運動の推進を基本方針とした「21 世紀

における国民健康づくり運動（健康日本 21）」

を発表した。

　また 2002 年には、国民の栄養の改善を含む

国民の健康増進を図り、国民保健の向上を図

ることを目的として、「健康日本 21」を法制化

した健康増進法が制定された。国として栄養・

食生活、身体活動・運動、休養・こころの健康

づくり、などの 9 項目について目標を設定し、

産官学の連携のもとで目標達成に向けて取り

組むことになっている。連携にあたっては、単

に厚生労働省の管掌する医療関係機関のよう

な団体だけでなく、まちづくりに関わる団体

　少子高齢化時代が本格的に到来し、高齢者を含めて誰でも健康にいきいきと暮らしていくことが

できるまちづくりに対する関心が高まっている。その中で、2006 年にまちづくりの方向性を規定す

るまちづくり三法が改正となり、各地方でいわゆる「コンパクトシティ」に向けた取り組みが本格化

することが期待される。そこで、本稿では健康増進に向けた動きとまちづくりとの関係、まちづくり

をめぐる法制度改革の動向を概観する。その上で国内事例を用いてまちづくりにおけるポイントを

検証し、100年続くまちのあり方について検討する。
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なども含まれることが想定されている。

　こうした運動や法制定の趣旨は、その後の

医療制度改革にも通じている。2005年12月に

政府・与党医療改革協議会の医療制度改革大

綱が発表されたが、その中で予防を重視する

ことが重点方針として掲げられた。特に糖尿

病・高血圧症・高脂血症などの生活習慣病を

重点的に予防するために、運動する習慣の定

着や食育の推進を含めたバランスのとれた食

生活の定着を図る「国民運動」を展開すること

になった（図表1）。

重視型システムへの転換と、③新たなサービ

ス体系の確立が、まちづくりとの関連で特筆

すべき点と言える。

　予防重視型システムは、「明るく活力ある超

高齢社会」を目指して、市町村を責任主体とし

た一貫性・連続性のある総合的な介護予防シ

ステムを確立することを目指している。具体

的には、これまでの要支援を要支援 1 とし、要

介護 1 を要支援 2 と要介護 1 とに分類し、要支

援者に対して、従来の介護給付から、身体状態

や生活機能の低下を防ぐプログラムが導入さ

れた。高齢者に対する筋力トレーニングの効

果が注目されたこともあり、フィットネスな

どのサービスに対する期待も高まると考えら

れる。

　新たなサービス体系の確立では、「地域密着

型サービス」が新設され、市町村単位のサービ

スの創設と地域包括支援センターの整備が進

められることになった。これは、中重度と認知

症の要介護者を施設に入所させずに、多様な

地域密着型のサービスによって介護しようと

するものである。既存資源の活用、規制緩和、

地域サービスとの連携で、コストの低減と効

率の向上を図ろうとしている。また、新たなサ

ービスに対しては、事業者が多様な事業展開

ができるように介護報酬の変更を柔軟にする

ことも視野に入れている。これにより、例えば

小規模多機能型居宅介護、夜間対応型訪問介

護、小規模介護老人福祉施設など、訪問サービ

スと通所サービス、居住サービスを組み合わ

せた新しいサービスを提供することが可能と

なった。

（4）社会保障制度改革とまちづくり

　健康・医療分野と介護分野のいずれも改革

の動向はまちづくりと二つの点で密接に関わ

っている。第一点目は、制度改革において地域

でのサービスを想定していることである。例

えば、介護分野においては地域密着型サービ

スを創設するなど、高齢者にとって身近な地

域で、地域の特性に応じた多様で柔軟なサー

ビスを提供することになる。つまり、地域ごと

（3）介護分野：自立支援のための予防

　一方、介護分野についても、介護保険財政の

ひっぱくを避けるために高齢者の介護予防に

力を入れている。介護保険は、制度の基本理念

である高齢者の自立支援と尊厳の保持を実現

するために法改正され、2006 年 4 月に全面施

行となった。介護保険制度改革は、①予防重視

型システムへの転換、②施設給付の見直し、③

新たなサービス体系の確立、④サービスの質

の向上、⑤負担のあり方・制度運営の見直し、

の五本柱から成り立っている。中でも、①予防

図表1　�医療制度改革の概要�
（資料：厚生労働省資料より日立総研作成）
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に高齢者向けのサービスを提供していくこと

を前提としたまちづくりが求められると言え

る。例えば、まちづくりの具体的な議論をする

際に、高齢者が通いやすい通所施設をまちの

どこに設置するか、といったことを検討する

必要がある。

　第二点目は、制度改革で想定している健康

増進や予防を実現するためには、まち全体で

の取り組みも必要となることである。例えば、

もっとも手軽な健康増進法は、歩くことであ

る。まちの歩道が、段差をなくすなど歩きやす

くなっていれば、老若男女に関わらず健康増

進のためにウォーキングを楽しむことができ

るだろう。また例えば、まちに公園などの緑が

多く設置されていれば、住民は憩いを感じる

ことができるなど、心の健康を保つことが可

能になる。道路や緑などのまちのインフラは、

まちづくりの方針に基づいて整備されること

から、まちづくりにあたって健康増進や病気・

介護の予防を実現することも考慮する必要が

あると言える。

2 まちづくり三法改正のインパクト

（1）少子高齢化時代の健康・賑わい・安心

のまちづくり

　健康・賑わい・安心を実現するまちは、ま

ず高齢者や体が不自由な住民でも不自由を感

じることなく歩いて生活できる範囲に纏まっ

ているコンパクトシティであることが重要だ

と考えられる。徒歩圏内で日常生活を送るこ

とができるまちでは、歩くことで健康が増進

されるという効果も期待できる。近くに病院

があれば、定期健診の受診も容易となり、成人

病などの早期発見が期待できる。歩くことが

できるまちとは、交通事故などへの心配がな

い、という意味で安心できるまちと言える。ま

た、人が歩くことによってまちに賑わいが生

まれてくることも期待できる。このように、健

康・賑わい・安心は密接に関わっていると言

える。

　一方で、「まち」と言っても、人口規模や地理

的・歴史的な条件によって一様ではない。大

都市の中のまちと地方のまちでは、必要とな

る機能は異なろう。しかし今後は地方分権が

進む中まちの規模に関わらず地域の実情に合

致した独自のまちづくりを進めていく必要が

ある。1990 年代後半からまちづくりに関連し

た法制度整備が進んでいることから、本章で

は健康・賑わい・安心との関連を検証してい

く。

（2）まちづくり三法制定とその改正

　まちづくりに関する政策や法制度はさまざ

まであるが、本稿と関連するのは中心市街地

活性化法（中心市街地における市街地の整備

改善及び商業等の活性化の一体的推進に関す

る法律）、改正都市計画法（都市の秩序ある整

備を図るための都市計画法等の一部を改正す

る法律案）、大店立地法（大規模小売店舗立地

法）からなるまちづくり三法であると言える。

　まちづくり三法が策定された 1990 年代後

半は、大店法（大規模小売店舗における小売業

の事業活動の調整に関する法律）による 4 点

の課題に対応することが急務だった。

　第 1 点目の課題は、大店法などまちづくり

に関連する重要な取り組みが政府主導で一律

に行われてきた部分があったことである。こ

のため、独自のまちづくりを実施することが

容易ではなかった。

　第 2 点目の課題は、中小小売業の事業活動

を保護する観点での大店法の有効性が低下し

たことがある。中小の小売業がバブル経済の

崩壊により競争力を失ったこともあり、新た

な取り組みが求められていたと言える。

　第 3 点目の課題は、周辺の生活環境におけ

る騒音、環境、廃棄物といった問題に対応でき

なかったことである。

　第 4 点目の課題は、欧米を中心とした外国

からの圧力である。大店法が非関税障壁とな

って欧米企業の大規模小売業の進出を阻んで

いるという議論があった。

　そこで、これらの課題を解決するため、また、

政府主導ではなく各地方自治体が主導してま
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ちづくりを実現するためにまちづくり三法が

制定された。まず 1998 年に、地域ごとの大型

店の適正な立地を求める都市計画法の改正と、

中心市街地を対象として市街地の整備改善と

商業などの活性化を政府が一体的に推進する

中心市街地活性化法の制定が実現した。また

2000 年には、大型店の立地に際して周辺の生

活環境保持の観点からの配慮を求め、配慮事

項を指針で明確化した大店立地法が策定され

た。

　ところが、まちづくり三法が制定されたに

も関わらず、駅前のいわゆるシャッター商店

街と呼ばれる状況は改善されないなど、中心

市街地の衰退は深刻化した。そこで、2004 年 9

月に総務省は「中心市街地の活性化に関する

行政評価・監視」を発表し、関係省庁に対して

取り組みの見直しを勧告した。これを受けて

国土交通省の社会資本整備審議会が検討を重

ね、2006年2月に「新しい時代の都市計画はい

かにあるべきか。（第一次答申）」を発表した。

その中で、役所や病院などの公共公益施設の

郊外移転（図表2）と大規模商業施設の郊外立

地が都市機能の拡散をもたらしていることを

指摘している。また、中心市街地において、居

住人口の減少と商業機能の衰退や、まちの持

つ業務機能や文化交流機能の低下、そして空

き店舗や空き地の増加、という現象が生じて

いるとしている。

　その要因として、①市町村による主体的な

関与が薄く、活性化施策は商業振興と公共設

備整備が中心となっていること（図表3）、②

商業者の高齢化が進んでいることなどもあり、

魅力的な商店街づくりに消極的だということ、

③地権者の取り組みに対する意識が低く受け

身の姿勢だということ、④中心市街地は土地

の権利関係が複雑で調整が難しいこと、⑤商

業関連団体中心の取り組みに限定されている

こと、などを挙げている。

　この状況に対して、「多くの人にとって暮ら

しやすい都市づくりを行う観点に立って、広

域的サービスを担う商業、行政、医療、文化な

どの諸機能の立地を集約し、自動車に依存し

ないアクセシビリティを確保するような『集

約型都市構造』に転換するための『都市構造改

革」が必要』であるとし、中心市街地活性化法

の見直しを提言している。

＊地方圏は、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県以外の地域
＊建築基準法上の延べ面積3,000㎡以上の病院、診療所について集計。
＊平成16年末現在
図表２　�地方圏における病院施設（延べ床面積3,000平方メートル以上）確認時期別立地状況�

（資料：国土交通省「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか。」より日立総研作成
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　こうした提言で挙げられた課題に対応する

ため、まちづくり三法のうち、都市計画法と中

心市街地活性化法が 2006 年に改正された。改

正のポイントは4点挙げられる。

　第一のポイントは基本理念を創設したこと

である。法改正により、地域住民などの生活と

交流の場として、社会的、経済的、文化的拠点

となる都市中心市街地の形成を図る旨が明記

された。また、中心市街地の活性化については、

地方自治体、地域住民、関連事業者が相互に連

携して、主体的に取り組み、国は集中的・効果

的に支援することになった。

　第二のポイントは都市計画法に基づくコン

パクトなまちづくりの推進である。郊外の大規

模商業施設については、地域ごとに秩序のな

い立地に歯止めをかけ、新規立地の際には、住

民などが参画する公正・透明な手続きを経る

こととした。また、病院、学校などの公共施設

の立地については、開発許可が必要となった。

　第三のポイントは政府による総合的・一般

的な支援である。内閣総理大臣を本部長とす

る中心市街地活性化本部の設置、内閣総理大

臣による各地域の中心市街地活性化基本計画

認定、支援措置の大幅拡充といった取り組み

を推進することになった。

　第四のポイントは多様な関係者の参画を得

た取り組みの推進である。多様な民間主体が

参画する中心市街地活性化協議会の設置を支

援措置交付の条件としている。

（3）課題解決に向けた中心市街地活性化法

　まちづくり三法の中でも、まちに健康・賑

わい・安心を取り戻し、日本版コンパクトシ

ティを実現するための仕組みを構築したのが

改正中心市街地活性化法（中心市街地の活性

化に関する法律）であると言える。改正された

中心市街地活性化法は、まちづくりに関する

法改正前の課題を解決しようとしている。

　まず、行政部門の課題については、3 点挙げ

られる。

　第一点目は、まちづくりにおける PDCA サ

イクルの確立である。法改正前は地方自治体

において中心市街地基本計画を策定すること

が政府から認定と支援措置を受ける条件とな

っていた。しかし、計画の中で具体的な目標を

明記する必要がなかったために、いつまでに

図表３　�市町村が重要と考えている取り組み（資料：国土交通省「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか。」より日立総研作成）
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何ができていれば成果とみなすのかが不明確

であった。また、施策の実施結果を確認する仕

組みとはなっていなかった。つまり、交付金な

ど、地方自治体が政府から受けた支援措置が

有効だったかを確認できなかったのである。

法改正により、地方自治体は中心市街地活性

化の認定を受ける条件として、基本計画の中

に数値目標と目標年限を明記することが必要

となった。政府は、数値目標に達しない場合は、

改善策の検討や支援措置の打ち切りなどの対

応をすることになっている。これにより、取り

組みの進捗状況を評価できるだけでなく、そ

の評価に基づいて改善策を検討して前進する

ことが可能となる。つまり、まちづくり政策に

おいて PDCA（Plan-Do-Check-Action）サ イ ク

ルが確立すると言える。

　第二点目は、地方自治体における選択と集

中の促進である。法改正前は、一自治体で複数

の地区が政府から中心市街地として認定され、

支援措置を受けることができた。このため、そ

れぞれの地区が中途半端な取り組みに終わっ

てしまい、結局活性に至らずに終わっている

例が散見された。一方で、認定を受けた地方自

治体が郊外に大規模な商業施設を建設するこ

とが可能となっていたために、認定された地

区の商店街の客が郊外に流れるという現象が

起こってしまっていた。そこで、法改正後は一

自治体で原則一地区の認定とするとともに、

政府に認定の申請をする際には郊外の大規模

商業施設に関する方針を盛り込むことが求め

られることになった。これにより、地方自治体

において取り組みの選択と集中が実現するこ

とが期待できる。

　第三点目は、政府での体制強化である。まち

づくりは、商店街をどうするか、市街地をどう

するか、住まいをどうするか、交通をどうする

か、福祉をどうするか、などのさまざまな課題

を抱えている。こうした課題に対応するため

には、政府として総合的かつ効果的に政策を

遂行する必要がある。そこで、政府は内閣官房

に中心市街地活性化本部に関する事務を行う

中心市街地活性化本部事務局を、内閣府大臣

官房に基本計画の認定に関する事務を行う中

心市街地活性化担当室を設置した。また、地方

自治体が策定する基本計画は内閣総理大臣が

認定することになった。

　プレイヤーの課題については、多様な民間

主体が参画する仕組みが挙げられる。法改正

前は、中心市街地活性化を担っていたのは、中

小小売商業高度化事業構想を作成し、市町村

の認定を受けた認定構想推進事業者の TMO

（Town Management Organization） であった。

TMO は、各地の商工会議所が中心となって運

営される組織であるため、主に商店街の活性

化を担ってきた。しかし、まちが活性化するた

めには、商店街の活性化だけでは十分とは言

えず、例えば隣接する住宅地をどうするか、と

いった課題は TMO だけで検討することは困

難だった。また、商店街自体も、活性化のため

には地 権 者 やまちづくりの実 施 に関 わる建

設・土木系の事業者の参画が不可欠となるが、

商業系の TMO では必ずしもそこまでの関係

者を巻き込むことができなかった。法改正に

より、多様な民間主体が参画する中心市街地

活性化協議会の設置が政府から認定を受ける

ための条件となった。TMO は法改正により、

法的な効力を失うことになった。しかし、新た

に中心市街地整備推進機構やまちづくり会社

などの都市機能の増進を推進する団体も加わ

った中心市街地活性化協議会として発展的に

改編されることになった。今後は、TMO だけ

でなく地権者なども含めた中心市街地活性化

協議会が、商店街を含めたまち全体の活性化

に取り組むことになる（図表4）。

図表4　�中心市街地認定までのプロセス�
（資料：日立総研作成）
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　まち整備上の課題については、市街地と商

店街以外の活性化が挙げられる。改正前の法

律の名称（中心市街地における市街地の整備

改善及び商業等の活性化の一体的推進に関す

る法律）が示す通り、これまで、政府のさまざ

まな施策は市街地の整備と商業の活性化に偏

る傾向にあった。そのため、名称を中心市街地

の活性化に関する法律に改めることになった。

法改正に伴い、従来の市街地整備や商業の活

性化に加えて、まちの中での居住の推進や、図

書館・病院などの公共公益施設の中心市街地

への集積促進、ビルのリニューアルといった

事業に対しても政府からの支援が受けられる

ことになった。

　このように、法改正により郊外における大

規模集客商業施設の立地とバランスのとれた

形で中心市街地の活性化が図られるために、

各地域独自の取り組みが強化されることが期

待できる。

3
健康・賑わい・安心の

まちづくりにおけるポイント

　まちづくりに取り組むのにあたって、必ず

うまくいく処方箋・マニュアルはない。しかし、

すでに独自のまちづくりに着手している事例

や、今般のまちづくり三法改正をめぐる議論

をみると、日本版コンパクトシティとも言え

る健康・賑わい・安心のまちづくりにおける

ポイントは五つあると考えられる（図表5）。

部に設置することである。病院は患者が訪れ、

役所は住民が手続きに訪れるなど、こうした

施設は人が必然的に集まる。病院に訪れる患

者や役所に手続きに出向く市民がまちの中を

歩くだけで通行量は増える。こうした施設に

行くまでの道に魅力的な品ぞろえの商店街が

あれば、そこで利用客が商品やサービスを購

入することになる。近年は郊外の地価が安い

こともあって、こうした施設はまちの中心部

から郊外に移転する傾向にあった。しかし、ま

ちの賑わいを確保するという役割に着目して、

まちなかでの施設建設を促進していくととも

に郊外への移転に歯止めをかけることが重要

である。

　例えば山形県の鶴岡市は、人口 14 万 2,000

人の城下町だが、まちの中心部にあった 520

床の市立病院を郊外には移転させずに建て替

えた。病院の機能を高度化させ、市内の交通渋

滞を緩和させるためには郊外への移転の方が

望ましいという意見もあったようである。し

かし、高齢化が進展する中で自動車を運転し

ない市民でも歩いて通えるようにすることを

重視して、中心市街地での移転を実施した。こ

れにより、中心市街地の空洞化に一定の歯止

めをかけることができたと言 われている。な

お、懸念されていた交通渋滞は、新病院で立体

駐車場を整備したこともあって問題は緩和さ

れた。

　改正された中心市街地活性化法においても

対応策が講じられている。郊外への公共公益

施設の移転を届出制度にするなどの規制を強

化し、一方で政府からさまざまな交付金を交

付することにより、まちなかへの施設建設の

投資やまちなかの既存施設のリニューアルを

促進しようとしている。

（2）歩ける範囲に必要な機能がそろってい

ること

　第二のポイントは、住む、集う、商うなど、日

常生活を送る上で必要な機能が歩ける距離に

そろっていることである。少子高齢化社会が

本格的に到来する中で、高齢者が自立して健

ポイント1：人が必然的に集まる施設の配置

ポイント2： 歩ける範囲に必要な機能がそろっ

ていること

ポイント3：ビジョンとリーダーシップの発揮

ポイント4：新たな役割を果たす民間部門の台頭

ポイント5：楽しめる施設・サービスの充実

図表5　�健康・賑わい・安心のまちづくりのポイント�
（資料：日立総研作成）

（1）人が必然的に集まる施設の配置

　第一のポイントは、医療機関、役所、学校な

どの公共性の高い公共公益施設をまちの中心
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康に暮らしていくことが目指されている。た

とえ体の一部が不自由となっても、そのよう

な高齢者が自動車を使わずに、公共交通機関

も活用しながら歩ける範囲内に生活に必要な

まちの機能がそろっていれば、十分に自立し

て暮らしていけるだろう。

　例えば、中心市街地活性化に積極的に取り

組んでいる富山市では、全国初の LRT（Light 

Rail Transit：次世代型路面電車システム）を

整備するなど公共交通網を整備している。富

山市は、「自動車が自由に使えない人にとって

も、安心・快適に生活できる、全市的にコンパ

クトなまちを創造していきたい」と考えてい

る。そのために「鉄軌道やバスなどの幹線公共

交通沿線に、日常生活に必要な商業、医療、行

政サービス等の機能や人口を集積する地域生

活拠点を整備し、広域的な交流拠点として複

合的な都市機能が集積する中心市街地と、地

域生活拠点を結ぶ公共交通を活性化」してい

くことでまちづくりを推進している。

（3）ビジョンとリーダーシップの発揮

　第三のポイントは、さまざまな思いを持つ

利害関係者を先導するビジョンとリーダーシ

ップである。まちづくりにあたっては、対象と

なる区域の中に住む住民、事業を営む企業、商

業活動を行う小売店、地権者など、さまざまな

利害関係者が意見の相違を乗り越えていく必

要がある。そのためには、例えば市町村の首長

が、まちのあるべき姿をビジョンとして語り、

利害を調整しながらリーダーシップを取って

推進していくことが求められる。また、商店街

だけでも、多様な商業形態をとる店の合意形

成は容易ではない。その中で、熱意を持って関

係者をまとめていく存在が不可欠になると言

える。

　青森県の県庁所在地、青森市は人口 30 万人

の県内初となる中核市である。現在の市長は

1989 年の就任以来、豪雪地帯においてまちが

郊外に拡大すると除雪費用が増大すると市民

に訴え、コンパクトシティを推進してきた。

1998 年にはコンパクトシティの考え方を政

策として具体化した中心市街地再活性化計画

を策定し、「街の楽しみづくり」「街ぐらし」「交

流街づくり」という三大方針の下で、歩きなが

ら楽しめるまちづくりを進めてきた。また、青

森市の場合は商工会議所や商店街も行政と協

力して、まちづくりを強力に推進している。例

えば、空き店舗の土地を市が買い取って 2000

年にオープンした「パサージュ広場」は、商店

街の有志が設立した PMO（パサージュ・マネ

ジメント・オフィス）という会社組織が運営

しており、若い商業系経営者の事業立ち上げ

を支援している。広場自体は行政が設立した

が、民間主導でイベント企画、店舗管理、出店

者募集と選考、経営アドバイスなどの事業を

展開し、まちにおける賑わいの創出に努めて

いると言える。

（4）新たな役割を果たす民間部門の台頭

　第四のポイントは、民間部門がこれまで以

上にまちづくりにおいて役割を果たすように

なっ ていることである。これまでもまちづく

りにおいて、例えば商店主が一致団結して商

店街の振興策を推進するといったことはあっ

た。しかし今後は、財政が悪化する中で、行政

部門が従来担ってきた役割を民間部門が肩代

わりすることが増えてくるものと考えられる。

まちづくりの中で行政部門は、①まちづくり

に関する政策を策定する計画立案主体、②イ

ンフラ整備を中心とした投資主体、③公共性

の高いサービス提供を中心とした事業主体、

④公共施設のメンテナンスを中心とした運営

主体、とさまざまな役割を果たしてきた。そう

した役割を、民間企業だけでなく NPO や住民

も含めて民間部門が果たしていくことになる。

改正された中心市街地活性化法でも中心市街

地活性化協議会については多様な民間主体が

参画することを義務付けている。

　実際には、ビジネスを展開している企業も

出てきている。例えば、福島県郡山市に 2006

年にオープンしたエルキューブ八山田が挙げ

られる。エルキューブ八山田は、JR 郡山駅か

ら車で 10 分程度の幹線道路沿いに建設され
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た複合施設であり、（株）エヌジェイアイとい

う民間企業が行政からの資金的補助なしで運

営している。2,700平方メートルの敷地には三

棟の建物があり、それぞれ居住ゾーン、ライフ

サポートゾーン、ショップ・レストランゾー

ンに分かれている。居住ゾーンには、短期滞在

者用の賃貸集合住宅 35 戸が入っている。ライ

フサポートゾーンには、クリニック、メディカ

ルフィットネスジム、保育園、デイサービス・

リハビリが入っている。レストランゾーンに

は、地元の住民で賑わっているレストランと、

コンビニが入っている。単なる高齢者向け施

設とは異なり、保育園やレストランが入って

いることで、さまざまな世代の住民が集まる

交流の場が創出されていると言える（図表6）。

　エルキューブ八山田の特徴のひとつは、病

院から退院した高齢者などの患者を対象に、

社会復帰に向けたリハビリを中心とした住居

とサービスを民間が提供している点である。

これまで患者は、完全に回復するまで病院に

滞在していたが、健康保険の制度改革により

早期退院を余儀なくされる患者が増えている。

こうした患者は、そのままでは自宅での生活

に戻れないため、エルキューブ八山田のよう

な施設が受け皿となっている。行政部門を中

心として実施してきた病院と自宅との橋渡し

役を、民間企業が実施している例であると言

える。

（5）楽しめる施設・サービスの充実

　第五のポイントは、老若男女が楽しめる施

設やサービスをまちの中で提供することによ

る賑わいの創出である。まちが、健康・賑わい・

安心を実現するためには、まちの住人となる

定住人口増も加えて、交流人口の増加も目指

すことが大切である。その際、誰もがまちで楽

しく過ごすことの重要性を看過してはいけな

いだろう。公共公益施設や医療関係機関は、ま

ちにとってはなくてはならないものであり、

人が集まる施設ではあるが、必ずしも楽しい

場所とは言えない。したがって、まちの中で意

識的に楽しめる施設を設置し、サービスを提

供することが求められる。

　楽しめる施設やサービスについて示唆に富

む例として挙げられるのが、（株）ナムコが提

供する高齢者向けデイサービスセンター「か

いかや」である。2004 年には横浜のワールド

ポーターズに第 1 号店を、2005 年に神奈川県

の綾瀬にある綾瀬タウンヒルズに第 2 号店を

設置した。

　「かいかや」のネーミングには、第二の人生

を開花させるという意味が込められている。

1 号店の中は、大正ロマンを意識したレトロ

な内装となっており、通常のデイサービスセ

ンターとは趣が異なる。また、太鼓の達人やワ

ニワニパニックなど、ナムコが開発・改良し

た高齢者向けのゲームが数台置かれたコーナ

ーもあり、高齢者は遊びながら機能を回復す

ることができる。あえて高齢者向け施設の雰

囲気を排除していることから、高齢者は、日常

とは異なる楽しい空間に「お出かけ気分」で通

うと言う。また、「かいかや」が複合施設の中に

設置されていることから、高齢者や家族が中

の商店でショッピングを楽しむということも

ある。このように、単に施設を配置するのでは

なく、集まってくる人が楽しめるような工夫

をすることで、まちの賑わいが増すと考えら

れる。

図表6　�エルキューブ八山田平面図�
（資料：エルキューブ八山田パンフレットより日立総研作成）
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4
100年先を見据えた持続性の

あるまちづくりのあり方

　まちを「つくる」ことは、ながいまちの歴史

から考えればほんの一歩に過ぎない。そのた

め、まちをつくった後、世代が変わったとして

も 100 年持つような工夫を続けていくことが

求められる。日本においても、欧米の事例を参

考しながら持続性のあるまちづくりに取り組

み始めている。その際重要となるのは、景観の

保持と住民の参加ではないかと考えられる。

（1）景観の保持

　日本中を一律に開発していくという時代は

終わり、地方分権の流れとも相まって今後は

それぞれが独自性を打ち出しながら、自然と

調和した美しいまちをつくって維持していく

時代となっている。それを後押しするように、

景観緑三法（景観法、景観法の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律、都市緑地保全法

等の一部を改正する法律）が 2005 年に完全に

施行された。

　景観法では、景観を整備し保全するための

基本理念と、国民や事業者、行政の責務が明確

化された。法の制定により、地方自治体が地域

の個性を反映させるために、条例によって柔

軟に規制内容を決めることができるようにな

った。また、地方自治体は強制力を発揮する措

置を講じることができるようになった。さら

に、他の二法により、屋外広告物や緑の設置に

も地方自治体ごとの独自性を発揮することが

可能となった。

　景観緑三法により、まちのビジョンやコン

セプトにそぐわない建物の建設や広告物の設

置の防止や改善が可能となる。地域に即した

独自性と美しさを保ち続けることが、人を長

期間にわたってまちに引きつけて賑わいを醸

成すると考えられる。

（2）住民の参加

　今後のまちづくりに住民が関わることが期

待されていることは言うまでもない。行政や

民間企業・NPOとも一体となってまちのあり

方についての議論に加わり、まちづくりに参

画することで、住民のまちに対する理解が増

し、愛着も深まるだろう。また、議論への参加

を通じて、住民が積極的かつ主体的にまちの

維持に向けて行動するようになることが期待

される。例えば、住民がゴミ出しのルールにつ

いての議論に参加していれば、問題の背景や

解決策についての理解が深まり、制定された

ルールを実際に守っていくことになるだろう。

　一方で住民のライフスタイルや価値観は多

様化しており、毎回一同に会して議論をする

ことが難しくなっていくことも想定される。

その場合、インターネットなどを活用するこ

とで多くの住民の参加を促す仕組みを築くこ

とも重要なのではないかと考えられる。

　住民がさまざまな形で参加し、愛着を持っ

て住むまちは魅力を増し、その魅力をもって

新たな住民を引きつけるという好循環を生む

ことが期待される。

　 このような、産 官 学 と住 民 の協 力 の下 で

100 年続く健康・賑わい・安心のまちが実現

すると考えられる。
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株式会社現代計画研究所取締役

今 井  信 博

（いまい　のぶひろ）95年株式会社現代計画研究所入社、95

年広島事務所所長、96年取締役。

98〜03年山口大学工学部非常勤講師、04年広島国際大学社

会環境学部非常勤講師。「住」の視点を起点に、集合住宅、医

療・福祉施設、小学校等の設計、街並みデザイン、住宅地計画、

団地再生計画等を手がける。東北大学工学部建築学科卒業、
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家型構法の家づくり」（共著）・建築資料研究所

健康・安心・にぎわいとこれからの街づくり

C O N T E N T S

1 住まい・街づくりの変化

� 健康に良い歩きやすい街

� 安心を生む空間への配慮

� にぎわいを生む都市デザイン

5 コンパクトな街づくりへ

� 美しい街に育てる

1 住まい・街づくりの変化

　住まい・まちづくりが変わりつつある。

　戦後、420万戸ともいう住宅不足から出発し、

以後の 50 年間で 5000 万人という爆発的な人

口増加と大都市への人口集中を背景に、大量

供給による住宅不足の解消が戦後住宅政策の

切実な課題であった。量的に充足した 70 年代

以降は面積拡大と質の充実が課題となり、新

築住宅は 73 年の年 180 万戸を頂点に、以後も

年間120万戸前後の着工が続いてきた。しかし、

戦後 60 年を過ぎた今、人口と世帯数が減少し、

家が余るという時代に入りつつある。

　25 年前、卒業論文のため地域の医療施設や

高齢者・児童福祉施設の建築計画を研究する

ゼミに入り、将来の急激な高齢化、人口減少、

年金制度の行き詰まり等の予測を知った。し

かし、高齢化率（65 歳以上人口比）10％の当時、

対策の必要は理解しても、将来像は到底イメ

ージ出来なかった。

　実務に就いた 80 年代後半は、ニュータウン

開発、湾岸部の大型住宅開発、大規模団地の再

生計画などが進められ、高齢化はともかく、人

口減少は話題にはならなかった。

　バブル崩壊後、高齢化対策が急務とされ、高

齢者向け集合住宅やデイサービス施設を設計

する機会が増えたものの、都市近郊ニュータ

ウンの開発も依然進められた。

　人口減少や高齢化による都市の変化を実感

したのは東京を離れ、95 年〜 05 年、人口構造

の変化が先行する地方・広島での勤務を通じ

写真1　�広島市営基町高層アパート�(1969〜78年)。戦災復興をしめく
くった再開発。将来の住戸規模変更を考慮している。（2964戸）

写真2　�広島県尾道市街。魅力的な坂の街だが、接道不良で建替困難
の上、高齢化が進行（2005年25%）し空家が目立つ。
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てである。政令指定都市に隣接する町村の過

疎化、郊外住宅地の高齢化と空家化、都心回帰

と若年層を狙ったローコスト高層マンション

のブーム、建替・新築からリフォーム〜いわ

ばフローからストックへの住宅需要の変化。

また空洞化した地方都市の中心市街地とシャ

ッターが下り、人影のない商店街。

　その一方で、美しい自然が身近なコンパク

トな生活環境、独自の文化、顔の見える距離感

など地方都市ならではの良さにも触れ、望ま

しい都市の姿がイメージできた。

　高齢化や人口減少が顕著な地方の住まい・

街づくりに携わる中で、高次都市機能の充実

などという抽象的目標ではなく、健康、安心、

にぎわいなど、暮らす人に身近な魅力の実現、

魅力を体感できる街づくりの大切さを感じて

いる。高齢化率が 20％を越えて上昇を続ける

今、そんな身近な観点を街づくりにどう生か

すか、設計者の視点で眺めてみよう。

� 健康に良い歩きやすい街

　高齢者向け集合住宅とデイホームの設計を

していた 94 年秋、コペンハーゲン、アムステ

ルダム、ロンドンでの取組を視察した。

　その折りコペンハーゲンで見た、夕暮れの

運河湖周囲を走る大勢の老若男女の姿が印象

に残っている。早朝の市内では、自転車専用レ

ーンをロードレーサーが走っていた。また、訪

問先の高齢者施設では、職員用のジムで、女性

スタッフ達がトレーニングに励んでいる。デ

ンマークの介助装備は充実していたが、腰の

損傷予防と、将来の健康で自立した生活を送

るために体力維持に努めているとのことで、

高齢化の進むデンマークの健康意識の高さを

強く感じた。（90 年の高齢化率：デンマーク・

英国15％強、オランダ13弱％）

　今、自宅からほど近い所沢航空記念公園に

行くと、早朝のラジオ体操に集まっている大

勢の年配の方々が目に入る。終了後、50ha の

園内でウォーキングに励む人も少なくない。

　施設の中のスポーツジムも良いが、空の下、

風景や季節の変化を味わえる広い公園での散

歩・ジョギングは気持ちが良い。お金は掛か

らず、各自のペースで楽しめる。公園まで、歩

行者・自転車向けの快適なルートがあればな

お良い。

　健康を考えるとき、歩きやすい街・楽しく

歩ける街づくりは大きな課題である。広大な

公園整備は難しくとも、歩行者・自転車・車

椅子利用者などの安全な歩行者系の道のネッ

トワーク化は、年を取っても快適に暮らせる

健康重視の街づくりに欠かせないと思う。

　中心部を 6 本の川の流れる広島市では、戦

写真3　�アムステルダムの自転車専用レーン。自転車が市民の足で、
歩行者が自転車レーンをうっかり歩くと叱られる。

（上）写真4　�所沢航空記念公園。基地跡地のため約50haの広さが確保
され、都市のスポーツ・レクリエーション空間となっている。

（下）写真5　�広島市本川の河岸緑地。都心の中区だけで延長38.5km
の河岸では歩行者主体の緑地整備が進められている。
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後、連続的な河岸緑地の整備が行われ、大通り

の歩道と共に、歩行者空間のネットワークが

生まれている。現在も橋のアンダーパス化な

ど続けられ、水の都の特性を生かした魅力的

な歩行者空間づくりがなされている。

　更に進んだ歩行者中心の街づくりのために

は、ヨーロッパなどで見られる都心地域内の

一般車の乗り入れを制限し、公共交通専用の

トランジットモールとする手法や、車の速度

を落とす歩車共存型手法などがあり、地区の

特性に応じた活用も今後考えたい。

　また、自転車の走りやすい街づくりも大事

な課題である。専用レーンの確保はサステイ

ナブルな街づくりの課題でもある。

　街なかのレンタサイクルや、駐めやすく効

率的な駐輪設備、バスや鉄道への自転車積み

込みなど検討余地のある手法は多い。

　ここでは公共のインフラ整備の役割が大き

いが、敷地側でも、歩行者空間にゆとりを生む

壁面後退や、通り抜け通路の整備、広場の開放、

歩く人の目を楽しませ木陰をつくる緑を植え

るなど、するべきことは多い。高齢者や子供連

れの休めるベンチなどの小さな配慮が道を豊

にし、こうした配慮を繋ぐと街は変わる。

　広島市郊外の丘陵地に集まる住宅団地の調

査（04 年、県立広島大学保健福祉学部間野博

教授）によれば、将来の不安として、「老化によ

る団地内での歩行」（49％）や「車の運転不能後

の生活」（29％）が目立ち、車に依存する郊外の

悩みと、歩きやすい街の大切さを改めて感じ

させられる。

� 安心を生む空間への配慮

　近年、住まい・街づくりにおいては、安心、

特に防犯への関心が高まっている。

　子供を介した地域の繋がりの喪失や高齢化

が進み、空き巣の多発などコミュニティの防

犯能力の低下が懸念されている。

　マンションのセキュリティシステムは一般

化しているが、戸建て住宅でも米国では、ゲー

テッド・コミュニティと呼ばれる塀で囲った

超閉鎖的な住宅地も登場している。

　集合住宅団地の設計や住宅地計画を数多く

手がけて来た私たちの事務所では、空間自体

がセキュリティを高める空間のスケール、配

置の仕方に心を配ってきた。設計に際しては

プライベートからセミプライベート、セミパ

ブリックからパブリックといった段階性を重

視し、自分の領域、共有的な領域、公共の領域

というように、注意と責任を感じる空間を明

確にしつつ連続させ、個の空間以外への無関

心や疎外感を生まないよう配慮している。不

写真6　�フライブルグ市中心部は歩行者中心の空間として自動車乗
入れを規制、LRT（軽量軌道交通）と自転車が活躍している。

（上）写真7　�県営生目台団地（宮崎市、設計：現代計画研究所）。車が
入らず、見守りの効く中庭は子供達の格好の遊び場。

（下）写真8　�公団鈴ヶ峰第三住宅（広島市、設計：現代計画研究所）。
共用の庭である緑の小径から各戸にアクセスする。
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用意な死角をつくらず、入居者同士の自然な

見守り・交流が生まれ、侵入しにくい雰囲気

をつくるなど、機械的セキュリティの導入以

前に、空間への配慮が大切だと考えている。

　こうした領域感を感じる場所には、自然に

愛着が湧き、住まいや地域への帰属感も育ち、

安心感も生まれる。画一的な表情ではなく、地

形や樹木、土地の歴史、地域の素材やデザイン

などの場所の個性を引き出し、そこにしかな

い魅力を生む空間づくりが大切である。そう

する中で、訪ねてみたい魅力的な街も生まれ

るのではないかと考えている。

　古い集落や街を訪ね、ほっとしたという体

験 はないだろうか。 それはそこをつくっ た

人々の思い、手入れをし大切に育ててきた人

の愛情、心づかい、その時間の厚みを感じ取る

から心安らぐのではないかと思う。

　その点で空間のつくりと共に、清掃にはじ

まり、手入れをすることの力は大きい。以前、

シアトルで取材した中心市街地活性化に取り

組む非営利組織では、予算の過半を清掃に廻

すという。ゴミや落書きが街の荒廃を招き、都

心離れ、空洞化を生むとの考えであった。

　不思議なもので、手入れを省けるようステ

ンレスなどを用いると、無理に傷つけられこ

とがある。人は無意識の内に、無関心や人を拒

むものを感じるのかも知れない。

　安心は防犯のみならず、災害への安全、交通

の安全、社会生活の安定など多岐な要素を含

む。しかしヒューマンなスケール感や素材の

味わいなど、人の感覚を大切にした空間への

配慮が果たせる役割も大きいと感じている。

� にぎわいを生む都市デザイン

　高齢化、人口減少が先行している地方の街

からにぎわいが失われている。多くの中心商

店街で空店舗、空地や駐車場が目立つ。こうし

た事態に、98 年に中心市街地活性化法が登場

し、全国で 690 の活性化基本計画が作成され

たものの、状況は好転せず、昨年、法改正され、

意欲と現実性の高い計画に絞り、集中的に支

援する姿勢が示された。また、大型商業施設の

郊外立地も規制される状況となっている。

　街のにぎわいは人々が共有する空間・体験

写真9　�シアトルのダウンタウンはずれのビル裏の落書き。

（上）写真10　�シャッター通り化した商店街。（宇部市中央町）
（中）写真11　�中央町再生計画。人口回復と魅力ある街路空間づくり

を進めおり、通りに明るさを取り戻しつつある。
（下）写真12　�にぎわいのある夕方のフライブルク中心市街地。空襲

で破壊された街を元の形に復元している。
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であり、街に暮らす楽しみを生む。買い物の目

的がなくとも、にぎわう空間を友人や家族、或

いは一人で散策すること自体が目的になる。

　街のにぎわい喪失の原因には、様々な指摘

がある。郊外の大型商業施設の影響、商店自体

の魅力と意欲の低下、後継者の不在、需用に対

し多すぎる店舗。しかし、そもそも中心から郊

外へ人口が流出し、人が住まなくなったこと

の影響が大きい。身近な商業も成り立たず、清

掃なども十分に行き届かなくなる。

　街のにぎわいの回復には、まず街に人が住

むことが大切である。そのためには魅力的な

住宅と、住みたくなる居住環境を整えること

が必要となる。同時に、買い物がなくとも訪ね

たくなる魅力的な街並み、歩きやすく、安心で

きる空間整備がポイントとなる。

　こうした空間整備の技術を都市デザインと

いう。群としての建築の配置、街並み、広場や

道などオープンスペースのデザインという総

合的な空間デザインであり、これからの街づ

くりに不可欠な視点である。

5 コンパクトな街づくりへ

　高齢化や中心市街地空洞化は我が国のみな

らず、先進各国のまちづくりの抱えた課題で

ある。ヨーロッパは早い時期から高齢化に直

面してきた。郊外志向の強い米国、英国は人口

流出による都心空洞化・スラム化に悩んでき

た。ヨーロッパの都市では、古い市街地への車

の流入により、街路や広場が駐車場と化すな

どの混乱に頭を痛めてきた。

　こうした中で各国の都市開発は方向転換し

つつある。車に依存した郊外開発を抑制する

と共に用途の混在した都市本来の魅力と多様

な居住者を取り戻し、歩きやすいコンパクト

な都市形成を目指すサステイナブルな都市づ

くり、「コンパクトシティ」の潮流である。

　典型的な車社会である米国でも、伝統的な

都市の近隣居住区を見直す「ニュー・アーバ

ニズム」の運動が注目を集め、徒歩・自転車・

公共交通重視、多様な階層が混在するコンパ

クトでヒューマンな開発が実現している。

　田園志向の強い英国ではヒューマンスケー

ルや、生き生きした都市生活を取り戻そうと、

歩くことで用が足りる都市の中の村（アーバ

ンヴィレッジ）づくりをめざし、地域性、場所

性、都市デザイン重視の取組が見られる。

　ヨーロッパの都市は元々コンパクトな構造

を持ち、農村への無秩序なスプロールや郊外

の大型商業開発は抑制されてきた。EU では

80 年代以降、サステイナブルな開発をテーマ

に、徒歩と公共交通重視の歩きやすく、コンパ

クトな都市整備を進める方向にある。

　類を見ない速度で超・高齢化に向かいつつ

（上）写真13　�フライブルク、カイザー通り。市内の各方面から来る
路面電車は車の入れない市中心部に集まる。

（中）写真14　�ウィラメット河畔から見たオレゴン州ポートランド
のダウンタウン。河畔の建物の高さは低い。

（下）写真15　�ウィラメット河畔の朝の遊歩道。
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ある我が国では、限られた財源での福祉サー

ビス、公共サービスの効率化の点でも、郊外の

縮小、都市のコンパクト化が求められている。

　健康・安心・にぎわい重視の街づくりは、

コンパクトな街づくりでもある。

� 美しい街に育てる

　日の出直後の河岸の遊歩道を散歩している

と、まだ薄暗い初秋の川面を滑るように進む

競技用の一人乗りボートの姿が目に入る。河

岸には、ボートのラックに簡単な屋根を掛け

た程度の会員制の艇庫と浮き桟橋があり、出

勤前の一漕ぎを楽しむ男女の姿が見える。遊

歩道に面する早朝オープンのカフェでは、カ

ヌーのパドルを抱えた高齢の男女のグループ

が楽しそうに朝食を口に運んでいる。窓の外

を女性ジョガーが颯爽と走り抜け、マウンテ

ンバイクで早朝出勤らしき人も通る。

　カフェは河岸に面した 3 階建て木造集合住

宅の 1 階にあり、他にも小さなレストランや

雑貨店などが並ぶ。この集合住宅は、2 階から

上が住宅で、2 階レベルにある芝も張られた

緑の中庭を囲む形で並んでいる。1 階は川側

の店 舗 の他 は駐 車 ス ペ ー ス となっ ている。

木々も植えられた中庭は、路地状の階段で遊

歩道につながっており、夜間を除き門は開か

れている。中庭を通り抜け遊歩道を街に向か

う人を見送り、傍らの街路樹に目をやると、枝

に下げられたバードフィーダーが目に入る。

　特に美しい川という訳でも、綺麗な対岸風

景がある訳でもない。しかし居心地が良い。

　米国オレゴン州ポートランドの都心部、ウ

ィラメット河畔のある朝の風景である。

　ポートランドには古い歴史や文化遺産はな

い。しかし早い時期に郊外開発を抑制し、車中

心から徒歩と自転車、バスと LRT を中心とし

た街づくりに転換し、歩く楽しさに満ちたヒ

ューマンスケールの街を育ててきた。

　少し古いビルには、由来が記され、郊外では、

職人技の生きた古い家が大切にされ、街路樹

が大きく育っている。ここで感銘を受けたの

は、美しく住み心地の良い街を、丁寧に育てよ

うという姿勢であり、歴史というには新しい

歴史も、自分たちの歴史として残し、街の文化

を育てようという姿勢である。

　日本の街の歴史は古い。近代化の歴史の中

で、戦災、急激な人口増加、開発の大波などに

さらされてきたが、そろそろじっ くり取 り組

み直すときがやってきたようだ。

　民家の改修や、住宅の設計をするときに、

「住まいが世代を超えて貰えるかどうかは、堅

牢さ以上に、子・孫の世代に、愛され、改修し

てでも使い続けようという魅力を備えている

かどうかが一番大切」というある棟梁の言葉

を思い出す。社会資本となる長寿命の建築を

つくることは重要であるが、美しく愛されな

くては長期的には用を果たせない。

　健康・安心・にぎわいの実感できる、これ

からのまちづくりもこの視点に立ち、世代を

超えて住み続けたい魅力をもつ、美しい街を

つくり、育てることが何より大切なのではな

いだろうか。

写真16　�ウィラメット河畔の集合住宅の中庭。見守りの効く、ヒュー
マンスケールでうるおいのある空間。

写真17　�川越市菓子屋横丁。立派な建物はないものの、江戸の街割を
生かし、魅力的な路地に育てている。
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2000年よりプロジェクトファイナンス部。以降、不動産証

券化、不動産開発型ノンリコースファイナンスを初めとし、

PFI、PPP事業等のファイナンスアレンジメントに従事。日

本政策投資銀行がファンドマネジメントを行う「都市再生フ

ァンド」の組成、ファンド運営に携わっており、まちづくり型

ファイナンスのアレンジメント事例に大手町連鎖型開発事

業等がある。

これからの“まちづくり”と資金調達

C O N T E N T S

1 はじめに

� 不動産の証券化とは

� まちづくりの課題

� まちづくりにおける証券化手法の活用

1 はじめに

　現在、不動産ビジネスは都心を中心に活況

を呈している。マンションは好調な販売が続

き、オフィスビル賃料は二桁の上昇を見せて

いる。デベロッパー等不動産事業者の株価も

大きく上昇した。

　不動産価格上昇の一因は、REIT（不動産投

資信託証券）、私募ファンド、CMBS（商業用不

動産担保証券）等不動産証券化市場の出現及

び成長にある。不動産証券化及びそれを下支

えするストラクチャードファイナンスの導入

は、不動産の所有と運営を分離し、所有を金融

市場に委ねることによって、不動産ビジネス

に対して潤沢な資金供給を行った。最近の不

動産価格上昇ペースが速いことを持って金余

りによるミニバブルを懸念する声もあるが、

透明性・流動性のある市場において決定され

た価格による不動産への資金供給という意味

では、過去のバブル時の資金供給とは一線を

画していると言えよう。

　不動産証券化及びストラクチャードファイ

ナンスは、オフィス、住宅、商業施設、倉庫、ホ

テル、病院等多くのアセットクラスで用いら

れるようになってきたが、活用方法、スキーム

とも未だに発展途上にある。規制緩和が待た

れるところもあるが、運用面でも様々な工夫

を加えることよって更にメリットの大きい資

金調達手法とすることができよう。

　本稿では、ストラクチャードファイナンス

を工場跡地、国有地等の大規模開発事業を中

核とする「まちづくり」において活用すること

の有意性を検討する。ストラクチャードファ

イナンスは、東京ミッドタウン、大手町連鎖型

開発事業等「まちづくり」とも言えるようなプ

ロジェクトで活用されているように、大規模

な複合不動産向けのファイナンス手法として

優れた点を持っている。不動産プロジェクト

に対するストラクチャードファイナンスのメ

リットを論じるとともに、「まちづくり」で考

えなければならない「まち全体のあり方」、「公

共との協調」等の課題に対して、ストラクチャ

ードファイナンスがどのような解決策を提示

しうるかを検討する。

　「まちづくり」は大規模な不動産開発事業だ

けでなく、既成市街地の活性化等も含む概念

である。後者も重要な課題ではあるが、本稿で

は紙幅の関係もありファイナンスニーズのよ

り大きい前者に絞った検討とする。

　ストラクチャードファイナンス及び証券化

手法の活用により、豊かさを実感できる若し

くは生産性の向上につながる「まちづくり」が

促進されることを期待したい。
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� 不動産の証券化とは

　不動産の証券化とは、特定の不動産を当該

不動産の保有のみを目的として設立した特別

目的会社（SPC）に移転し、当該不動産が将来

産み出すキャッシュフローの全部又は一部を

受け取ることのできる有価証券等を発行して

不動産移転の対価を調達する過程のことをい

う。基本的な構造は下図の通りである。

　不動産を新設のペーパーカンパニーである

SPC に切り出し、SPC が不動産価値を背景と

して有価証券等を発行することにより、金融

市場における投資家が有価証券投資の形態で

実質的に不動産を所有することが可能になる。

投資家の代理人として、不動産の運用に関す

る実務を行うのがアセットマネージャーであ

る。SPC 等様々な仕組み（ストラクチャー）を

用いるためストラクチャードファイナンスの

一類型として整理される（ストラクチャード

ファイナンスの中で有価証券の発行を伴うも

のが証 券 化 ）。実 際 には信 託 が使 われたり、

SPC に対する融資を更に証券化したりもう少

し複雑であるが、本稿では大まかな説明にと

どめたい。

　証券化の基本的な狙いは以下の3点にある。

①倒産隔離、所有と運営の分離

　金融市場に対し不動産投資の代替商品とし

ての有価証券を提供するためには、不動産が、

元々の所有者やアセットマネージャー、SPC

の設立者・親会社等の倒産や意思決定の影響

を受けないように、それらから独立していな

ければならない。そのための仕組みを倒産隔

離という。倒産隔離が図られることにより、当

該不動産事業の推進者は不動産をオフバラン

スにして資金調達を行い、アセットマネージ

ャーとして開発・運用等の手数料ビジネスを

行うことが可能になる

②二重課税の回避

　不動産が産み出すインカムゲ

イン及びキャピタルゲインに対

して、SPC 段階と配当を受け取

った投資家段階の 2 段階で収益

課税がなされてしまうと経済性

が低下する。これを避けるため

に、SPC が利益の略全額を配当

することを条件として配当を損

金算入し、SPC 段階での収益課

税を回避する手法を採用するこ

とが多 い。これにより SPC がい

わゆる「導管体」となる。

③流動性の付与

　金融市場への参加者は不動産市場への参加

者よりも遥かに多い。有価証券は小口化が容

易であるため、巨額の不動産でも投資家の裾

野を広げることができる。また、不動産取引は

不動産取得税、登録免許税等の取引コストが

大きい一方、有価証券は取引コストが安い。す

なわち、不動産を有価証券化することにより

資金供給者の数が飛躍的に増加しうる。

　不動産証券化は、不動産の開発・運用を行

おうとする事業者にとって、金融市場を活用

したビジネスモデルの転換を可能にするとと

もに、税務面のメリット及び流動性の向上等

によって不動産の経済価値向上を図りうるフ

ァイナンス手法である。「まちづくり」という

大規模な不動産開発事業の資金需要に適した

資金調達スキームであるといえよう。
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� まちづくりの課題

　まちづくりの資金調達検討のためには「ま

ち」の価値が重要となるが、不動産鑑定評価基

準には、以下のような記載がある（下線筆者）。

　不動産は、また、その自然的条件及び人

文的条件の全部又は一部を共通にするこ

とによって、他の不動産とともにある地域

を構成し、その地域の構成分子としてその

地域との間に、依存、補完等の関係に及び

その地域内の他の構成分子である不動産

との間に協働、代替、競争等の関係にたち、

これらの関係を通じてその社会的及び経

済的な有用性を発揮するものである（不動

産の地域性）

　簡単に言えば、「まち」は不動産の集合であ

り、不動産相互間の関係が「まち」の価値（有用

性）を決定するということであろう。不動産の

中には、道路、河川、公園といった（準）公共財

としての性格を持つ都市施設も含まれる。ま

た、鉄道、（私立）学校、病院等公共的な性格を

持つ私的財として利用されるものも含まれる。

　かかる文脈において、「まちづくり」におい

て通常の不動産事業以上に留意すべきは、以

下の3点であろう。

①誰が、どのように不動産相互間の関係をコ

ントロールするのか？

　不動産相互の関係には、ⅰ）道路、電気・上

下水・熱供給施設と宅地のような物理的な関

係、ⅱ）病院、診療所、福祉施設、薬局、シニア住

宅といった各区画の用途の関係、ⅲ）美しい景

観をつくるための設計、色彩の関係（統一等）、

ⅳ）まち全体の防犯、清掃、ごみ収集、情報発信

等ソフト面の関係等がある。これらの関係を

有効裡にコントロールし、都市機能の向上を

図ろうとする試みがエリアマネジメントであ

る。エリアマネジメントが不十分なために、住

宅、物流・商業施設等様々な用途の不動産が

混在し、騒音・渋滞等の問題により各用途の

不動産とも十分に活用しきれず、景観的にも

美しくない「まち」は枚挙に暇がない。エリア

マネジメントは既成市街地活性化のための

NPO、商店街・自治会等の活動を指すことが

多いが、大規模開発でも重要であり、また大規

模開発の方がマネジメント主体の確定、財源

確保とも容易な面が多いと思われる。

②公共的な性格を持つ不動産の資金調達

　「まち」は収益性の高い不動産（純粋な私的

財）と低い不動産（公共的な性格を有するも

の）の両方から構成される。「まちづくり」のた

めには、収益性の低い、あるいは非収益部門の

不動産事業の資金調達も検討が必要になるこ

とが多い。道路、歩道、公園の整備等は自治体

に依存する、すなわち財政（パブリックファイ

ナンス）による資金調達を行うことが多いが、

自治体の財政難等により望ましい整備が行わ

れない、若しくは整備のタイミングが遅れる

こともよくある。また交通関連施設（駅ビル、

バスターミナル等）、病院・福祉施設、美術館、

劇場等都市機能を高めるために重要で民間で

運営される私的財も、単体不動産としては収

益性が低く、かつ外部経済効果の受益者を明

確に判別することが難しいこと等から十分な

資金調達ができず、投資が抑制されてしまっ

ていることがある。

③公共との関係

　「まちづくり」は都市計画に沿って行う必要

があるため、都市計画権限をもち都市施設の

管理を行う自治体との協議は必要不可欠であ

る。それに加え、エリアマネジメントの実現に

とっても自治体の協力を仰ぐことは重要であ

る。 このため、「まちづくり」は自 然 と PPP

（Public Private Partnership, 官民連携）事業とし

ての性格を持ってくる。PPP 事業をうまく行

うためには、官民の責任範囲を明確化するこ

とが重要である。一般に収益事業の実施・運

営については民間企業に任せるべきであり、

民間企業が意思決定する以上、リスク−リタ

ーンも民間企業に帰属させた方がフェアであ

ろう。一方で、都市計画との整合性、公共施設
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との関係等においては自治体のリーダーシッ

プが望まれる。また、道路等の共同開発者とな

る自治体の財政事情にも配慮が必要であろう。

� まちづくりにおける

証券化手法の活用

　上記の課題は利害関係人が時間をかけてコ

ミュニケーションをとることによって解決し

ていくべきものである。それを前 提 とした上

で、不動産証券化及びストラクチャードファ

イナンスはこれらの課題の解決のために有意

義な選択肢となりうると考えられる。基本的

なアイディアは以下の通りである。

①所有の一元化

　エリアマネジメント及び公共的な性格を有

する不動産の整備の問題は、不動産の所有者

が他の不動産との関係のために、収益性の一

部若しくは全部を犠牲にしなければならない

ところから生じる。エリアマネジメ

ントは「まち」全体の価値を向上させ

る方向で行われるべきであり、ある

土地で犠牲にされた収益は、それ以

上の価値となって別の土地に上乗せ

されうる。公共的な性格を有する不

動産も含めて、エリア全体の所有が

一元化されていれば解決しうる問題

であり、そのためには所有と運営を

分離しエリア全体（現実的にはでき

るだけ大きな部分）の所有を金融市

場に委ねることが有効であろう。

②区画整理事業、再開発事業等の活

用

　土地の価値増進、等価交換を活用して公共

施設の整備、建物の整備資金等を賄う法定の

手法は、財政事情の厳しい主体（官民を問わ

ず）が事業参加するために好都合な手法であ

る。ストラクチャードファイナンスはこれら

の法定事業においても活用可能である。

③アセットマネージャー兼エリアマネージャ

ー会社への自治体の参画

　アセットマネージャーがエリアマネジメン

ト主体となることで、「まち」全体の価値を高

めたいという投資家（資金）のニーズと都市機

能 を高 めたい（例．もっ と住 み良 い街 にした

い）という利用者のニーズを調和させること

ができよう（賃料水準等投資家と利用者の利

益相反事項についてはルール等何らかの手当

ては必要になる）。そのためには、アセットマ

ネジメント会社は当該目的だけのために新設

した方が理解を得られやすい。また自治体と

の協働及び自治体の責任範囲を明確にするた

めには、自治体がアセットマネジメント会社

に何らかの参画をすることが望まれる。自治

体の出資を仰ぐことも一案だが、情報開示義

務の強化、行動制約等のデメリットも考慮に

入れて関与の方法を検討する必要があろう。

上記のアイディアを簡単にまとめると以下の

図のようになる。

　開発が段階的に行われる場合にはSPCを同

じ枠組みで複数にする、種地を売却ではなく

賃貸にする等仕組みはプロジェクトに合わせ

て変更しうる。ストラクチャードファイナン

スは発展途上にあり、かつ柔軟なものである。

これまでもいくつかの「まちづくり」に用いら

れてきたが、今後、更なる「まちづくり」のニー

ズに応えるために、一層のスキーム改善、新た

なる工夫の導入、関係者の理解の増進を図り

得よう。
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特集

ヨーロッパに見る健康・賑わいのまちづくり
社会システム・イノベーショングループ

研究員

大 倉  渉

1 「保つ」

　ヨーロッパ各国では、長い歴史の中でも日

本ほどの急激な人口増加や高齢化を経験して

いない。また、一般に地震が少なく築 100 年を

越す建物が珍しくない。そのため、何十年もの

時間をかけて開発が継続されてきたまちも多

く、まちを 100 年以上保つ仕組みを作り上げ

ているという側面もある。

　産業革命による労働者の居住環境悪化を背

景に、約 100 年前に起こった田園都市構想に

基づいて開発されたまちが、今でも良好な住

環境を維持している例も数多く見られる。イ

ギリスのレッチワースは、田園都市の第一号

かつ成功事例として多くのニュータウンの原

型となった。まちの周辺に適度な緑を配置し、

非常に賑わっているショッピングモールとス

ーパーマーケット、落ち着いた雰囲気の住宅

街の組み合わせが印象的である。

　レッチワースは開発から 100 年かけて成熟

したが、その過程は快適さ重視のイギリス特

有の考えと住民のまちへの愛着に支えられて

きた。

　まち全体の快適さを重視する考えは、イギ

リスの都市計画法における建築の許可制度や

保全地域登録制度といった、住民個人の都合

でまち並みを壊すことを妨げる制度にうかが

うことができる。また、各まちが制定する建築

デザインコントロール、住宅の管理規則など

にもその考えは反映され、快適なまちの環境

を維持する原動力となっている。一戸建の住

宅は、デベロッパーの関連組織である管理財

団の管理下に置かれ、建物の新築はもちろん、

修繕や改築の際はすべてデザインコントロー

ルが遵守されなくてはならない。また、庭や建

物の手入れが住民に義務づけられている。

　タウンミーティングも住民に参加が義務づ

けられており、そこではまちづくりに関 する

テーマが討論され、具体策まで検討される。討

論に積極的に参加することで、住民の納得性

は高まり、決定事項に従うようになる。

　このようにレッチワースでは、住民が良好

な住環境を維持する中でまちに愛着を持つよ

うになり、その良好な住環境に引かれて新し

い住民が移住するという流れが形成されてい

る。まちの中には多様な広さや間取りの住宅

がそろっており、住民がライフスタイルの変

化に応じて住み替えを行うことができる。一

律ではない住宅のラインアップが住民にとっ

てのまちの魅力となり賑わいを醸成している。

　ヨーロッパには日本の健康・賑わいのまちづくりに参考になる取り組みが少なくない。本稿では

住民の視点に立って、「保つ」「交流する」「歩く」「癒される」といった、まちづくりにおける重要なキー

ワードを取り上げ、ヨーロッパの事例を紹介する。
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2 「交流する」

　日本でかつて開発されたニュータウンの多

くは、開発が一気に進められた結果、同一世代

の入居者が集中した。既に一部のニュータウ

ンでは居住者の高齢化が急速に進み、人口の

流出や建物の老朽化が深刻化し、まちの賑わ

いも失われつつある。

　まちの賑わいを継続的に維持するためには、

恒常的にさまざまな世代の人々が住み続ける

ことが不可欠である。このようなまちを作り

上げるためには、常に新たな世代を流入させ

ることが重要となる。

　イギリスでも 1940 年代から 1970 年代にか

けて大規模ニュータウンの開発が行われたが、

1980 年代以降、大規模ニュータウンにおける

弊害が指摘されはじめた。そこで、1990 年代

には田園都市への回帰とも言えるアーバンビ

レッジ構想が提示され、伝統的なコミュニテ

ィー、安全性や生活の質、環境などが重視され

るようになった。そのような背景の下で、パウ

ンドベリーなどの開発が始まった。

　パウンドベリーは、ロンドンから西へおよ

そ 200 キロメートル離れたチャールズ皇太子

の御料地だった土地で、1998年から2020年ま

で 20 年以上かけた開発が予定されている。開

発全5期のうち、現在は第2期まで開発が進ん

でおり、計画人口の約 4 割の入居が始まって

いる。このように、時間をかけた段階的な開発

をすることによって同一世代の集中を避ける

ことができ、自然と異なる世代の交流が実現

するようになっている。

　また、高齢化の進展に対応して高齢者向け

ナーシングホームも進出している。こうした

高齢者向け施設があることも、住民がパウン

ドベリーに長く住み続ける要因となると期待

されている。

3 「歩く」

　まちの中を人々が歩くことが増えると商店

や施設などに人々が集まる機会も増える。ま

た、ウォーキングが生活習慣病の予防のため

に推奨されるように、「歩く」ことは健康への

第一歩である。このように、「歩いて暮らせる

まち」たらしめるインフラは重要である。

　歩いて暮らせるまちを作り上げる場合、最

も重視されるべきことの一つは歩行者の安全

である。最大の脅威となる自動車から歩行者

を保護する取り組みとして、

　①交通規制を伴わない道路整備

　②交通規制を伴う道路整備

が考えられる。

　交通規制を伴わない道路整備の好例は、先

述のパウンドベリーである。パウンドベリー

では住民が歩いて暮らせるまちを志向してお

り、そのための工夫がまちの設計や区画指定

に見られる。例えば、まちは端から端まで歩い

ても 20 分程度とコンパクトにまとまってい

る。また、緑地をまちの外縁部に配置し、商店

図表1　�パウンドベリー配置図�
（資料：パウンドベリー見取り図より日立総研作成）
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や飲食店、クリニックが区域内に点在する区

画指定を行っている（図表1）。

　パウンドベリーでは同時に、歩行者の安全

を守るために自動車の動線にも工夫を凝らし

ている。象徴的なのは、開発エリアの中央を貫

く道路の一部をかぎ型に変更し、通行する自

動車がスピードを落とすようにした点である。

無用な自動車の通り抜けを回避し、まちの中

は歩行者が主役という考えを象徴していると

言える。生活道路に関しても、カーブを多くし、

路面の材質を変えることで切り返しを作るな

ど、自動車が速度を出せない仕組みを取り入

れている。

　交通規制を伴う道路整備について、環境都

市として有名なドイツのフライブルグ市には、

ボーバン団地という住宅街がある。

　ここでは、団地を唯一通り抜ける道路の制

限速度は時速 30 キロメートルに設定されて

いる。また、その道路から左右に折れる生活道

路はすべて袋小路となっているため、自動車

が進入しづらくなっている（図表2）。ボーバ

ン団地はカーフリー団地としても知られ、自

転車専用道路を設置するなど、まちに自動車

を入れない取り組みにも積極的であり、こう

した取り組みにより住民たちは安心して歩く

ことができる。

　日本でも生活習慣病予防対策のウォーキン

グを目的として、自治体が中心となって健康

トレイルと呼ばれる遊歩道整備に取り組む例

が散見される。ヨーロッパでもこのような遊

歩道が広く普及しており、「健康の小径（こみ

ち）」と呼ばれる遊歩道はその一例である。

　「健康の小径」とは、アイルランドの心臓病

基金によって考案された取り組みで、心臓病

の予防に効果があると言われる散歩道である。

ヨーロッパ 12 カ国に広まっており、例えばス

ウェーデンでは 2006 年 9 月時点で 92 カ所に

設置されている。

　スウェーデンではもともと循環器系、呼吸

器系の疾病による死亡者数が多かったため、

住民の間でも予防目的でのウォーキングに対

する意識は高く、この「健康の小径」は住民に

自然に受け入れられている。

　また、更地から小径を整備するのではなく、

既存の遊歩道や生活道路などが「健康の小径」

として改修されることが多く、高齢者の健康

目的の散歩に加え、若い年代の通学や買い物

の通り道として用いられるなど、小径を歩く

ことが生活に根づいている。

　ヨーロッパ各国では NPO が中心となって

運営する「健康の小径」の認定機関が設立され

ており、地方政府などの申請に基づき、整備さ

れた「小径」候補が認定条件を満たしているか

どうか審査される。その際の観点は、容易にア

クセスできることや、利用者の安全が確保さ

れていること、高齢者・障がい者が安心して

利用できることである。条件を満たしていれ

ば認定され、小径への「健康の小径」のロゴを

用いた標識の設置、住民に地図を配布するな

どのPR活動に利用できるようになる。

　基本的に地方政府が中心となって小径の整

備と運営に責任を持つが、認定ないし整備に

かかる費用は地元民間企業が社会貢献の一環

として負担しているケースも多い。

4 「癒される」

　日本では、病院や湯治場などの病気を治癒

する施設は、それだけで住民を中心とした人

が集まってくる場であった。近年、より複合的

に癒しのサービスを提供する施設も登場して

おり、ヨーロッパでも同様の動きが見られる。
図表2　�ボーバン団地�

（資料：ボーバン団地見取り図より日立総研作成）
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　例えば、これまでヨーロッパでは、温泉は長

期療養患者が治療の目的で集まるという位置

づけにあった。近年は加えてメディカルフィ

ットネスやエステなどの複合サービスが提供

されるようになっている。

　温浴施設の場合、近隣住民に加えて遠隔地

からの来訪者により、周辺商店や飲食店への

波及効果も期待できる。これが健康だけでな

くまちの賑わいにもつながっている。

　スイスにはバッドツルツァッハという大衆

向け総合健康施設がある。この温浴施設は、利

用者の健康増進をアピールしており、温泉プ

ール、フィットネス、リハビリテーションを融

合したメディカルフィットネスサービスを提

供している。もともと隣接するリハビリクリ

ニックとは連携を図っており、重症患者のリ

ハビリは院内で行われるが、軽度の場合は温

浴施設が実施することもある。

　施設では、運動、マッサージ、リラクゼーシ

ョン、リウマチ療養などの利用目的にあわせ、

水温の異なる 4 つの屋外温泉プールを用意し

ている。運動、リウマチ療養に用いられるプー

ルは屋内ともつながっており、利用者は屋内

でプールに入ったまま屋内と屋外を行き来す

ることができる。

　フィットネスのエリアには専門の運動療法

士が常駐しており、詳細な身体検査を行った

上で利用者個人の体力やその日の体調に合っ

たリハビリや運動プログラムを組んでいる。

通常のフィットネスプログラムに加え、メデ

ィカルフィットネス関連のプログラムを継続

的に企画・開発しており、必要に応じて最新

機器を導入している。

　また、利用者増につなげるために、リピータ

ー獲得と子育て世代の取り込みにさまざまな

工夫を凝らしている。例えば、フィットネスで

の身体検査の定期的な実施を推奨し、利用者

データを保管している。利用者は過去と現在

のデータとを比較することによって改善効果

を容易に確認できる。また、生活習慣病予備軍

の状態にある子供の数が増加していることか

ら、世界初の子供向けメディカルフィットネ

スにも取り組んでいる。

　このような工夫の結果、バッドツルツァッ

ハには、ヨーロッパを中心に各国から年間の

べ 60 万人が訪れている。また、近隣住民で構

成される会員が約1,000人おり、メディカルフ

ィットネスのサービスを健康増進に役立てて

いる。各地から多くの利用客がまちを訪れ、住

民が会員として頻繁に施設を利用することで

まちに賑わいがもたらされている。

5 むすび

　「保つ」については、行政部門が規制を制定

するだけではなく、まち独自のルールづくり

と実践に住民が参加する仕組みを確立してい

る。こうした取り組みは、まちの景観と賑わい

を長年にわたって持続させようとする場合は

検討に値する。

　「交流する」については、時間をかけた開発

によってさまざまな世代が交わるように工夫

している。今後大規模開発を検討している事

業者には参考になる点もあると考えられる。

　「歩く」については、コンパクトシティを推

進するまちであれば、人が歩くことを主眼に

置いたヨーロッパの考え方を取り入れること

ができるだろう。

　「癒される」については、既存の医療機関な

どの施設に付加的なサービスを加えることに

よって、まちに賑わいをもたらす可能性があ

る点で検討の余地があろう。

　このように、ヨーロッパの事例は、そのまま

日本に適用できるわけではないが、健康・賑

わいのまちづくりに当たって示唆に富むと言

える。
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−日本の福祉はもったいない！−

“社会福祉を根っこから変えたい

”
玉川　　今回のゲストは社会福祉法人プロップ・ス

テーション理事長の竹中ナミさんです。

竹中　　どうも、ナミねぇです。よろしくお願いいた

します。

玉川　　みなさんに「ナミねぇ」って呼ばれてらっし

ゃるんですね？

竹中　　はい、そうです。友達も仲間も応援してくだ

さっている方も、皆さん「ナミねぇ」なので、ぜ

ひそう呼んで頂ければ嬉しく思います。

玉川　　はい、それでは遠慮なく「ナミねぇ」でよろ

しくお願いします。

玉川　　ナミねぇは、社会福祉のイノベーターとし

て世界的に著名でいらっしゃいまして、今日

は現代における社会福祉がどんなふうに変わ

りつつあるのかというお話をいろいろと伺い

たいと思います。まずは、ナミねぇがいわゆる

社会福祉というものに触れられたきっかけに

ついてお聞かせください。

竹中　　はい。きっかけは、1972 年の長女麻紀の誕

生ですね。大変重い脳の障がいを持って授か

りまして、それから自分の人生が劇的に変わ

りましたね。それまで障がい者とは、気の毒で、

守ったり助けたりしてあげないといけない人

で、家族も辛くて大変だと言われていたけれ

ど、私は世間がそのように決め付けている状

況が、その人や家族をそうしているんじゃな

いかなと思ったんですよ。

藤原　　はい。

竹中　　だから、同情とか与える福祉から、当事者自

身が活躍できるプロセスを作る福祉に変えた

いなと。それは娘を授かってすぐにではなく、

娘を授かっていろいろな方と出会う中で自分

の考 えになっ ていっ たことなんですけどね。

社会福祉を根っこから変えてしまおうという

のが、私のやりたいことでしたね。

玉川　　いよいよこの世界に飛び込んでいかれたわ

けですよね。

竹中　　そうですね。世界中で障がい者はかわいそ

うとか、社会のメインストリートで活躍でき

ないと言 われているのかな？ と見 てみると、

ゲ
ス
ト

　

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

社会福祉法人プロップ・ステーション　理事長

竹中ナミ氏
1948 年兵庫県神戸市生まれ。重症心身障がいの長女を授かったことから、独学で障がい児医療・福祉・教育を学ぶ。

1991年、草の根のグループとしてプロップ・ステーションを発足し、1998年、社会福祉法人格を取得、理事長に就任。

IT を駆使してチャレンジドの自立と社会参画、とりわけ就労の促進を支援する活動を続けている。1995 年より毎年

チャレンジド・ジャパン・フォーラム（CJF）国際会議を主宰。財務省財政制度審議会委員、総務省情報通信審議会委員、

内閣府中央障害者施策推進協議会委員、国土交通省「自律移動支援プロジェクト」スーパーバイザー、などを歴任。著

書『プロップ・ステーションの挑戦』（筑摩書房）、『ラッキーウーマン〜マイナスこそプラスの種』（飛鳥新社）。「ナミ

ねぇ」で親しまれている超元気な関西人。http://www.prop.or.jp

最先端の知を交流・蓄積する『知のゲートウェイ』、ＨＡＮＤＳＨＡＫＩＮＧ（ハンドシェイキング）。

“Innovation Creator”をテーマに、ビジネスや社会に大きな革新を起した人物をゲストにお招きします。

今回は、社会福祉法人プロップ・ステーション　理事長の竹中ナミ氏にご登場いただきます。

−日本の福祉はもったいない！−
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実はよその国では違ったんです。よその国へ

行くと同じ障がい者がどんな分野でも活躍し

ている。ということは日本だって変わろうと

思ったら変われるし、変えようと思ったら変

えられるんじゃないかと思ったわけですね。

玉川　　まずはご自身の娘さんである麻紀さんとの

やりとりの中から始められて、それが麻紀さ

んだけではないところに広がっていくきっか

けというのは、いろいろな方 とお会 いになっ

たからですか？

竹中　　そうですね。障がいを持つ人たちと付き合

ってみると、本当にいろいろな潜在的能力を

持っているのですが、その力がかわいそうと

いう目線で結局活かされていないんですよね。

可能性を誰も見てくれない、不可能な部分ば

かりを見て、「気の毒ね、あなたたちかわいそ

うね」って。だから私はそういう人たちに自分

の娘のような存在を守る側に回ってと。その

能力があるということをみんなで証明しよう

とやってきたのがプロップ・ステーションで

す。

“みんなで支え合う

”
玉川　　その気持ちはいい意味で周りを巻き込んで

いくことになるんですよね。形として最初に

作り上げられたのは何でしたか？

竹中　　車椅子の人たちの全国大会があって、その

大会のあと、メインストリームというグルー

プを作ったというのが、いわゆる社会的活動

のようなものの出発だったんです。その時に、

いろいろな障がいがあるのにこんなにすごい

人たちがいるんだなと思ったわけです。しか

し、そのすごい人たちは、障がい者運動のリー

ダーにはなれるけれど、経済とか教育の分野

など一般社会の分野のリーダーにはなれない。

そんな日本の仕組みは絶対にもったいないと。

関西人はもったいないという気持ちがとても

強いんです。日本の福祉は理不尽だというよ

りむしろもっ たいないと思 うんですよね。人

の力が眠っていることほどもったいないとい

うことはないですから。だから一緒に自分た

ちの力を出して、ステイタスも収入もきちん

と得 て当 たり前 というふうにしていこうと。

そうしたら初めて自分の娘のような、そうい

うことに一番遠い人たちも守れると考えたわ

けですよ。自分たち自身から行動を起こそう

ということですよね。

玉川　　その後、プロップ・ステーションを立ち上

げることになっていくのですか？

竹中　　障がいのある人を、私たちはチャレンジド

という言葉で呼んでいるんですが、1991 年の

5 月にコンピューターとか情報通信を使って、

「チャレンジドがタックスペイヤーになり得

るような日本を」という活動を始めたんです。

でもその頃はコンピューターは一般家庭にな

かったんですよ。

玉川　　思い出してみると、そうですね。

竹中　　その時にコンピューターや情報通信で、彼

らが働けるようにするというのは、実に異端

の活動でしたよね。だからいろいろな意味で

石も飛んできたし、白い目でも見られました。

まして障 がい者 にタ ッ ク ス（tax）をたくさん

取ってきてあげられる人が社会福祉の立派な

人だと言われていた時にね、タックスペイヤ

ーにというキャッチフレーズは、福祉の世界

から石が飛んでくるわけですよ。「働けと言う

司会

玉川美沙

パーソナリティ。
ラジオを中心に、テレビ・雑誌など

様々なジャンルで活躍。

コメンテーター

藤原作弥

株式会社日立総合計画研究所
取締役社長
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のか、こんな人たちに！」ということですよね。

玉川　　ナミねぇの中で、ヒントになるものがあっ

たのですか？

竹中　　私と一緒に活動を始めた男性がいましてね、

彼は高校の時優秀なラグビー選手だったんで

すが、試合中の事故で首の骨を折り重度の全

身麻痺になって、寝たきりになったんです。で

も、わずかに動く指先でいろんな学問をして、

その当時ほとんど一般になかった業務用コン

ピューターやデータベースの使い方を身に付

けて、自宅マンションの経営者として仕事を

するようになったんです。これまでの日本で

は、かわいそうで気の毒な最重度の寝たきり

の障がい者でしかなかった人が、目の前で青

年実業家をしているわけでしょう。

玉川　　そうですね。

竹中　　なんでこんなことが起きたのかと思ったら、

本人が働きたいと思ったことと、家族が止め

なかったこと、なおかつ当時はまだなかった

けれど、コンピューターのような道具、つまり

最高の科学技術を使うことによって、彼はか

わいそうな障がい者から青年実業家になった

と。ここにヒントがあると思ったわけです。だ

からそれまでの気の毒な人に手を差し伸べる

福祉から、その人の可能性を、人の力と科学技

術を使って全部引っ張り出す。そして、それを

世の中で発揮してもらって、できればそれが

仕事になるようにつないでいくプロセスをつ

くるグループを一緒にやろう、と言って始め

たんです。

玉川　　それがプロップ・ステーションの始まりで

すか？

竹中　　そうです。

玉川　　話がちょっと前後しますがプロップという

のは？

竹中　　よくぞ聞いてくれました。プロップは、彼の

ラグビーのポジションだったんです。

玉川　　ポジション？

竹中　　そう、彼が、そのグループに名をつけるなら

プロップにしてくれと。私は、英語がわからな

いから英語はイヤだと言ったら、「俺の誇りあ

るポジション名だったのだからなんとか」と

言って。調べるとプロップは支柱とかつっか

え棒とか支え合うという意味だったんです。

藤原　　そのものずばり。

竹中　　それまで障がいのある人は支えられる人、

ない人が支えるというのが常識でした。でも

私たちがやりたいのは、お互い障がいがあろ

うとなかろうとできることは全部出す、でき

ないところは得意な人と組めばみんな力を発

揮できる、みんなが支え合えるという考え方

だからプロップ・ステーションに。

玉川　　なるほどね。

竹中　　もう理屈は後から。

玉川　　プロップ・ステーションの活動内容という

のは具体的には？

竹中　　一つはコンピューター、情報通信の技術を

身につけるというセミナーです。情報通信と

コンピューターの役割というのは、その人が

持っている可能性を世の中に発信することな

んですね。だから音楽的才能のある人はコン

ピューターで音楽の作曲すればいいし、美術

の才能があるけれど手が動かない人がマウス

ですごいグラフィックを描いたりして、それ

を通信技術で世の中に出していくわけです。

要するに、その人の中にある可能性を外へど
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んどん大きく羽ばたかせていくツールとして、

コンピューターと情報通信はかけがえのない

ものになるということです。それによって、か

わいそうな障がい者から経営者になった青年

もいるわけですから、彼 の後 にたくさんの人

が続くようにできる。そのコンピューターの

セミナーをするために私たちは、コンピュー

ター業界の人と徹底的にお付き合いしました。

最先端のコンピューター、最先端のソフト、最

先端の技術を持っている人たちから、それを

全部ここへ流れ込ませようとしたんです。

藤原　　ビル・ゲイツとそれでお会いになったんで

すか？

竹中　　そうです。プロップ・ステーションの設立

のための寄付はマイクロソフトからなんです。

マイクロソフト日本法人社長の成家眞さんが

「この活動は絶対必要になるから」と言って、

ビルさんときちんとお話してくださったとい

うのが、プロップが社会福祉法人資格を得た

大きな第一歩ですよね。ただ、いわゆる施設を

経営する社会福祉法人ではなく、通信を使っ

たバーチャルな展開ですから、運営に 1 円も

補助金がいらないんです。全部自力でやりな

さいということなんですね。

玉川　　はい。

竹中　　日本の福祉というのは補助金の世界です。

でも、ここに初めて補助金ではない福祉、一人

一人の個性を持った人がいろいろなところに

いてネットワークでつながる、しかもそこに

入るお金は福祉の税金ではないという世界が

生まれたんですよね。

玉川　　なるほど。

竹中　　 これがまたおもしろいことなんですよ。福

祉のお金とか税金とか補助金とかは、全部ル

ールが付いてくるんです。こういう福祉をす

るならこれだけあげますというのが全部ルー

ルで決まってるんですね。

玉川　　ナミねぇの大嫌いなルールですね。

竹中　　私たちはそのルールを変えようとか、ルー

ルと違うことしようと思っているのに、補助

金をもらうために動いたらそのルールも受け

入 れないといけないんですよ。だからその補

助金を出せない団体ですと言われたというこ

とはラッキーだったんです。要するに好きに

やれということです。

玉川　　皆さんの活躍の場はどれくらいの分野に広

がってらっしゃるんですか？

竹中　　もう今ね、アートの仕事であれ、文筆の仕事

であれ、もちろんプログラムそのものの仕事

であれ、コンピューターというのはありとあ

らゆる世 界 にあるんです。とにかくすべての

場所にコンピューターがあるということは、

すべてのジャンルで本来働くことができる人

たちが育 つはずなんですね。だけどまだまだ

障がい者は働けないという社会通念が邪魔を

していますね。

　世の中は彼らに期待していない。だから私

は政治家の人や官僚の人に「一万円補助金出

すつもりだったら、一万円分の仕事くれ」と言

うんです。補助金をもらうためには「自分は障

がい者で困っています」と言わなければなら

ないけれど、仕事をもらおう思ったら「私はこ

れをできます」とモチベーションが出るんで

すよ。

玉川　　今、何人ぐらいの方が活躍していらっしゃ

るんですか？

��H A N D S H A K I N G
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竹中　　そうですね、既にコンピューターの勉強を

された方は千人、二千人を超えているかと思

います。ただ、そういう人たちに仕事がアウト

ソースされる仕組みがまだない、あるいはそ

ういうことができる人たちがいるという期待

感 がまだないので、そこのところをなんとか

したいですね。意識ともう一つは制度。例えば

アメリカやスウェーデンが日本よりも数十年

進んでいるというのは、その頃に制度を大き

く変えているんです。気の毒な人たちだから

税で手当てをしようという考え方から、気の

毒ではない人にするためのプロセスに使うお

金を福祉と呼ぼうということで、国是を変え

ている。日本はまだその国是が変わっていな

いですから、これを変えることによって一気

にね。私たちは、ユニバーサル社会の基本法の

ようなものを作りたいなと思っています。

玉川　　そこが、今後のナミねぇとしての課題の一

つですよね。

竹中　　はい。だけど一番大きく変わらないといけ

ないのはやっぱり意識ですね。意識と制度っ

て裏表なんですよ。人の意識が変わって初め

て制度が生まれるし、また新たな制度が生ま

れたことによって人の意識が変わる。それが

上昇するスパイラルのような感じでいってく

れるといいな、というふうに思 っ ているんで

すけどね。

“当事者意識が変わらないとダメ

”
玉川　　ナミねぇが変えていかなければならないと

ころもあるし。何を一番期待しますか？

竹中　　そうですね、やっぱり当事者意識が変わら

ないとダメですね、まずはね。周りが変わって

くれと百編言うより、自分から変わることが

とても重要ですね。その人が変わろうとして

いたら、自然に周りには応援団ができるんで

すよ。そういう意味では自分が変わろうとす

るということは、すべての第一歩ですよね。

玉川　　例えば藤原さんもそうですが、企業という

のもどんどん変わっていくわけじゃないです

か。

藤原　　ええ、企業というか企業社会も、最近は、発

展とか物の考え方の変化にフォローして動い

ていくという時代になってきましたよ。物の

考え方も変わってきましたよ。自分たちのこ

とで恐縮ですが、私たち日立グループもビジ

ネスの大きなジャンルの中で、医療とか福祉

を捉えているんですよ。それで金儲けしよう

ということもさることながら、やっ ぱり世 の

中に必要なものはビジネスにもなるというこ

とで。例えば障がい者の方々に対しても、医

療・福祉の中で手話についての新しい技術を

コンピューターグラフィックを使ってやろう

といったジャンルも開発していますしね。開

発者たちはみんな誇りを持って、ボランティ

ア活動の人たちと相談しながらやってるんで

すよね。プロップ・ステーションもそうです

が、IT 技術、コンピューターを使ったものを

活用していかざるを得ない時代なんですよね。

そこに気付いていない人がまだいるのが残念

なんだけれども。

　先駆者としてパイオニアとして、どういう

IT技術というか科学技術を希望されますか？

竹中　　私はこういうふうに考えているんです。科

学技術の進歩というのは常に不可能を可能に

したいという思いから進んできたものですよ
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ね。そうだとすると不可能をたくさん持って

いる人は最も科学に貢献するんですよ。その

不可能な部分を持つ人が増えるのが超高齢社

会なんです。

藤原　　なるほど。

竹中　　目が見えにくくなる、耳が聞こえにくくな

る、考え方が緩やかになる、動きにくくなる、

転びやすくなるようなね。そうした時に、その

人たちが少数派の時のビジネスマーケットと

これからのビジネスマーケットは絶対違うは

ずなんです。その中で最も困難度の高い、最も

不可能度の高いところに着目したビジネスが、

私は最後まで生き残ると思いますね。だから

私がプロップは福祉ではないと言うのは、経

済だと思ってるからなんです。経済の仕組み

を変えるということなんだと。ここにチャン

スがあるということを伝えたい。特にビジネ

スをされる方にはね。

藤原　　ビジネスはビジネス、福祉は福祉なんてい

う縦割りの垣根をどう越えるかについて、悩

んでいる時代は終わったんですね。

　今回は私にとって、これまでで最も衝撃と

感動を受けたお話でしたね。まずお嬢さんの

障がいに、お母さんとしてどう立ち向かおう

かという現実の問題から発想して、この国の

福祉のあり方まで今お話がたどり着いたでし

ょう。これはわれわれが今必要としている科

学技術もそうですし、経済もそうですが、これ

からは日本全体がイノベーションを必要とし

ているんですよ。彼女はそういう意味でイノ

ベーターなんですよ。だから、ナミねぇにイノ

ベーターの称号を差し上げたいと思います。

竹中　　光栄です。ありがとうございます。

玉川　　今後もぜひナミねぇのままで、ご活躍を期

待 しております。どうもありがとうございま

した。

「HANDSHAKING」はブロードバンドオリジナル番組として

web サイトで配信しています。ぜひご覧下さい。

ht tp : / /www.h i tach i -h r i . com/handshak ing/
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エネルギー・レボリューションを勝ち抜く国・地域・企業の戦略

研究企画室
主任研究員
坂 本  尚 史

　原油価格の高騰、これに端を発した資源ナシ

ョナリズムの台頭、地球温暖化を中心とした地

球環境問題の悪化などにより、エネルギー問題

が、国際社会が取り組むべき喫緊の課題として

再浮上してきた。課題への対応にあたっては、原

油輸入量の削減や資源確保のための資源外交と

いった短期的な施策に加えて、（「フォーキャス

ト（＝予測）」ではなく）長期的な視野にたって今

なすべきことを検討する「バックキャスト」の視

点が重要である。

　日立総研は、エネルギー問題への対応の本質

が、資源制約の克服、環境制約の克服、安全保障

の確立によって定義される、持続可能な社会の

実現にあると認識した上で、根本的な課題解決

のためには、環境性と経済性における「エネルギ

ー技術の革命」（＝「エネルギー・レボリューシ

ョン」）が必要であると考えている。

　本研究では、前述した「バックキャスト」の視

点から、「エネルギー・レボリューション」を前

提とした、将来のエネルギー・システムのある

べき姿の提示を試みる（図1）。その際の重要な

ポイントは、要素技術というミクロのレベルで

必要な技術開発を見るのではなく、資源の採掘、

輸送、転換、変換、利用という「エネルギーチェー

ン」全体にわたる社会システムの視点から、技術

開発のロードマップを整理することである。「エ

ネルギーチェーン」全体の分析にあたっては、競

合する技術が与える環境性と経済性へのインパ

クトを分析していく。また、国・地域・企業それ

ぞれにとって重要な戦略テーマの観点から、前

述した将来のエネルギー・システムがどのよう

に実現する可能性があるかを、シナリオ・プラ

図1　�マクロトレンドと日立総研のアプローチ�
（資料：日立総研作成）
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ンニングの手法によって分析していく。国・地

域・企業は、複数のシナリオそれぞれを特徴付

ける「初期兆候」をモニタリングすることにより、

その時点でどのシナリオが実現しつつあるかを

判断できる。

　現在、「エネルギー・レボリューション」を実

現するために必要な条件を、（1）産業（市場）の変

革、（2）政策の革新、（3）技術開発のブレークスル

ー、の 3 点 から明 らかにしようと取 り組 んでい

る。

　第一に、産業（市場）の変革については、「マネ

ー」の流れを革新的な技術開発に向かわせるこ

とが重要となる。既に欧米を中心に、プライベー

トエクイティ市場を含む株式市場を通じた資金

が、革新的なエネルギー技術を開発する企業に

流れ込んでいる。逆に、地球温暖化を助長する企

業活動を投資対象から排除しようとする機関投

資家の動きも見られる。膨大な「マネー」をめぐ

っては、石油会社、ガス会社、さらには自動車メ

ーカーが新たなエネルギー技術の開発に参入す

るなど、産業構造の大きな変革の可能性も出て

きた。

　第二に、政策の革新については、国の競争優位

の観点から、企業が採用しているものと同様の

枠組みを用いて、国レベルの技術ポートフォリ

オ管理を実施することが重要である。省エネル

ギー技術や新エネルギー技術に関しては、現時

点でも、日本企業は多くの点で世界のトップレ

ベルにある。必要な国際連携を行いつつ、日本が

勝てる技術開発テーマにリソースを集中投入す

る「選択と集中」が必要になる。

　第三に、技術開発のブレークスルーについて

は、技術の改良や進化というレベルを超えて、革

命的とも言える開発成果が展望できるようにな

ってきた。例えば、太陽光発電については、現在

開発が進められている薄型シリコンウェハを超

えて、ナノテクノロジーなどの応用により、変換

効率とコストが飛躍的に改善される可能性があ

る。前述したシナリオ・プランニングは、こうし

た技術開発のブレークスルーを見通した上で実

施する予定である。

　図2 に本研究のスケジュールを示す。2007 年

2 月下旬には、研究の中間成果を対外発表する。

また、2007 年度上期中に、研究成果を政策提言

として発表する予定である。また、特に地域・企

業それぞれのニーズに基づいて、エネルギー問

題に関するシナリオ・プランニングと具体的な

競争戦略を立案する計画である。

図2　�研究スケジュール�
（資料：日立総研作成）



��研 究 員 お す す め の 一 冊

テーマ

「組織」
テーマ

「組織」

「
第
五
の
権
力　

ア
メ
リ
カ
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
」

横
江 

公
美

文
春
新
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版
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米
国
ワ
シ
ン
ト
ン
で
は
、シ
ン
ク
タ
ン
ク
が
立
法
、行
政
、司
法
、マ
ス
コ
ミ
に
続
く

第
五
の
権
力
と
し
て
そ
の
地
位
を
確
立
し
て
い
る
と
い
う
。「
組
織
」に
つ
い
て
考
察

す
る
に
あ
た
り
、米
国
社
会
に
対
し
て
大
き
な
影
響
力
を
持
つ
シ
ン
ク
タ
ン
ク
か
ら

も
学
べ
る
と
こ
ろ
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。こ
れ
が
本
書
を
手
に
取
っ
た
き
っ
か
け

で
あ
る
。

　

本
書
は
、米
国
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
が
ワ
シ
ン
ト
ン
の
政
治
環
境
を
ど
の
よ
う
に
下

支
え
し
て
い
る
の
か
に
つ
い
て
、豊
富
な
具
体
例

を
も
っ
て
解
説
す
る
と
と
も
に
、通
常
、政
策
集
団

と
し
て
の
側
面
の
み
が
注
目
さ
れ
が
ち
な
シ
ン
ク

タ
ン
ク
に
つ
い
て
、そ
の
運
営
の
実
態
に
ま
で
踏

み
込
ん
で
明
ら
か
に
し
て
い
る
。シ
ン
ク
タ
ン
ク
を
作
る
こ
と
を
目
指
し
て
米
国
で

活
動
し
た
経
験
が
あ
る
と
い
う
筆
者
に
よ
る
著
書
な
だ
け
に
、米
国
の
シ
ン
ク
タ
ン

ク
を
あ
ら
ゆ
る
角
度
か
ら
詳
細
に
調
べ
尽
く
し
て
ま
と
め
ら
れ
て
お
り
、盛
り
だ
く

さ
ん
な
一
冊
と
な
っ
て
い
る
。そ
の
反
面
、難
を
言
え
ば
、情
報
が
や
や
羅
列
気
味
と

い
っ
た
感
が
な
い
わ
け
で
は
な
い
が
、そ
れ
で
も
読
者
の
知
的
好
奇
心
を
十
分
満
た

し
て
く
れ
る
だ
け
の
百
科
事
典
的
な
価
値
に
つ
い
て
は
、評
価
に
値
す
る
。

　

組
織
と
い
う
観
点
か
ら
本
書
で
興
味
深
い
内
容
を
ひ
と
つ
挙
げ
る
と
す
れ
ば
、一

口
に
シ
ン
ク
タ
ン
ク
と
い
っ
て
も
各
研
究
所
で
強
さ
の
源
泉
が
異
な
っ
て
い
る
と
い

う
こ
と
に
つ
い
て
、ブ
ル
ッ
キ
ン
グ
ス
研
究
所
、ヘ
リ
テ
ー
ジ
財
団
を
始
め
と
す
る
い

く
つ
か
の
有
力
シ
ン
ク
タ
ン
ク
を
例
に
挙
げ
、詳
細
に
述
べ
て
い
る
点
が
指
摘
で
き

る
。

　

た
と
え
ば
、ブ
ル
ッ
キ
ン
グ
ス
研
究
所
に
つ
い
て
は
、ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
な
著
述
活
動

を
重
視
す
る
と
い
う
点
が
、他
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
と
比
べ
た
際
の
大
き
な
特
徴
で
あ

り
、こ
れ
が
ブ
ル
ッ
キ
ン
グ
ス
研
究
所
の
評
価
が

維
持
さ
れ
て
い
る
要
因
で
あ
る
と
述
べ
ら
れ
て
い

る
。学
術
的
な
水
準
の
高
さ
へ
の
こ
だ
わ
り
は
、ま

す
ま
す
ス
ピ
ー
ド
が
要
求
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た

現
代
社
会
で
は
柔
軟
性
を
欠
く
結
果
を
招
く
と
い
う
側
面
も
あ
る
が
、そ
の
よ
う
な

マ
イ
ナ
ス
面
を
勘
案
し
て
も
な
お
、ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
な
質
の
高
さ
と
政
策
市
場
で
の

競
争
力
を
両
立
し
よ
う
と
す
る
と
こ
ろ
に
ブ
ル
ッ
キ
ン
グ
ス
研
究
所
の
価
値
が
見
い

だ
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。

　

一
方
、ヘ
リ
テ
ー
ジ
財
団
に
つ
い
て
は
、創
設
者
エ
ド
ウ
ィ
ン
・
フ
ル
ナ
ー
が
、ビ

ジ
ネ
ス
を
重
視
し
つ
つ
も
家
族
的
経
営
を
愛
し
た
と
さ
れ
て
お
り
、こ
こ
に
ヘ
リ
テ

ー
ジ
財
団
の
強
さ
の
源
泉
が
あ
る
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。す
な
わ
ち
、ヘ
リ
テ
ー
ジ
財

団
は
、終
身
雇
用
と
い
う
従
業
員
へ
の
優
し
さ
を
持
ち
合
わ
せ
た
組
織
で
あ
り
、こ
れ

研
究
員
お
す
す
め
の
一
冊

研
究
員
お
す
す
め
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一
冊

「�

シ
ン
ク
タ
ン
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ぶ
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功
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秘
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」
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が
、ヘ
リ
テ
ー
ジ
財
団
を
愛
し
か
つ
支
え
る
多
く
の
従
業
員
・
ス
タ
ッ
フ
を
生
み
出

し
た
と
言
わ
れ
て
い
る
。ま
た
、研
究
員
が
個
人
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
で
は
な
く
、

共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
政
策
研
究
に
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
が
、ヘ
リ
テ
ー
ジ

財
団
の
強
み
で
あ
る
と
筆
者
は
分
析
す
る
。個
人
が
持
つ
ア
イ
デ
ィ
ア
の
独
創
性
以

上
に
集
団
協
力
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。実
際
、ヘ
リ
テ
ー
ジ

財
団
は
い
わ
ゆ
る
ス
タ
ー
研
究
員
を
採
用
し
て
い
な
い
に
も
関
わ
ら
ず
、「
ア
イ
デ
ィ

ア
工
場
の
祖
」と
い
わ
れ
る
ま
で
の
評
価
を
得
て
い
る
と
い
う
。

　

こ
う
し
た
事
例
を
み
て
い
く
と
、米
国
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
に
と
っ
て
、「
成
功
の
秘

訣
」と
呼
べ
る
よ
う
な
特
定
の
要
件
は
、必
ず
し
も
存
在
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
こ

と
が
分
か
る
。組
織
運
営
の
柔
軟
性
を
阻
害
す
る
よ
う
な
学
術
的
水
準
に
対
す
る
こ

だ
わ
り
や
、日
本
的
経
営
の
特
徴
の
ひ
と
つ
と
し
て
批
判
に
さ
ら
さ
れ
が
ち
な
終
身

雇
用
制
度
さ
え
も
、場
合
に
よ
っ
て
は
組
織
の
強
さ
を
引
き
出
す
要
因
と
な
り
得
て

い
る
の
で
あ
る
。こ
れ
は
、当
該
方
針
・
制
度
が
、そ
の
組
織
の
歴
史
や
土
壌
を
踏
ま

え
て
策
定
さ
れ
た
経
営
方
針
や
、そ
の
組
織
で
適
用
さ
れ
て
い
る
他
の
経
営
手
法
な

ど
と
整
合
的
で
あ
り
、そ
の
結
果
、組
織
全
体
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
向
上
に
寄
与
し

た
た
め
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

翻
っ
て
わ
が
国
の
状
況
を
み
る
と
、受
け
入
れ
側
の
組
織
の
状
況
に
構
わ
ず
、経
営

手
法
の
み
を
取
り
上
げ
て
そ
の
良
し
悪
し
を
評
価
す
る
向
き
が
散
見
さ
れ
る
。成
功

の
源
は
、経
営
手
法
そ
の
も
の
に
あ
る
の
で
は
な
い
。重
要
な
の
は
、組
織
の
歴
史
や

土
壌
を
踏
ま
え
た
上
で
、自
ら
の
強
み
を
ど
の
よ
う
に
見
い
だ
し
育
て
て
い
く
か
と

い
う
戦
略
の
有
り
様
で
あ
り
、そ
れ
を
実
現
す
る
た
め
に
適
切
な
手
法
を
活
用
で
き

る
か
否
か
で
あ
る
。た
と
え
最
新
の
経
営
理
論
で
あ
っ
て
も
、そ
れ
を
無
批
判
に
導
入

す
る
と
い
っ
た
愚
は
避
け
た
い
。






